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令和４年度山形地方最低賃金審議会（第１回）議事次第 

 

 

１ 開   会 

 

２ 山形労働局長挨拶  

 

３ 議   事 

 

（１）審議会運営規程について 

  

（２）山形県最低賃金の改正について（諮問） 

 

（３）審議日程について 

 

（４）山形県最低賃金専門部会の設置について 

 

（５）山形県最低賃金の改正決定に関する意見聴取について 

 

４ その他 

 

５ 閉  会 
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押 野 正 德 公認会計士

コーエンズ 久美子 山形大学 教授

本 間 佳 子 弁護士

丸 山 政 己 山形大学 准教授

村 山 永 弁護士

大 類 亜 季 山形トヨタ自動車労働組合　執行委員
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岩 田 雅 史 山形商工会議所 専務理事

太 田 宏 明 山形県商工会連合会 専務理事

大 沼 拓 雄 (株)ハッピージャパン 取締役総務企画部長

鈴 木 仁 山形県中小企業団体中央会 副会長兼専務理事

丹 哲 人 (一社)山形県経営者協会 専務理事

　　◇　委員の配列は五十音順による。(◎　会長　　○　会長代理）

任命年月日 : 令和３年４月１日（任期 : ２年）
  労働者代表 柿崎委員  令和３年１２月　１日発令
  使用者代表 大沼委員  令和４年　２月　８日発令
  使用者代表 鈴木委員  令和４年　４月２２日発令←(決裁日)

使
用
者
代
表
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働
者
代
表

　

山形地方最低賃金審議会委員名簿（第５２期）

公
益
代
表

〇

　

◎



資料№１－２① 

山形地方最低賃金審議会運営規程 
 

制 定 昭和３４年 ８月１７日 

改 定 昭和５１年 ５月１２日 

                    〃  昭和５７年 ５月１２日 

                       〃  平成 ３年 ５月 ９日 

〃  平成 ８年 ５月 ９日 

〃  平成 ９年１２月 ５日 

 〃  平成１２年 ５月１２日 

 〃  平成１３年 ５月 ９日 

〃  平成１４年 ５月１３日 

                       〃  平成２１年 ５月２１日 

〃  令和 ３年 ３月１１日 

〃  令和 ３年 ７月２６日 

                                           

第１条 山形地方最低賃金審議会（以下「審議会」という。）の議事運営は、最低賃

金法（昭和３４年法律第１３７号）及び最低賃金審議会令（昭和３４年政令第１

６３号）に定めるもののほか、この規程の定めるところによる。 

 

第２条 審議会の会議（以下「会議」という。）は、会長が必要と認めたときのほか、

山形労働局長、５人以上の委員又は労働者代表委員、使用者代表委員及び公益代

表委員各１人以上を含む３人以上の委員から開催の請求があったとき、会長が召

集する。 

２ 前項の規定により山形労働局長又は委員が会議の開催を請求しようとする場合

には、付議事項及び希望期日を、少なくとも当該期日の１０日前までに、会長に

通知しなければならない。 

３ 会長は、会議を招集しようとするときには、緊急やむを得ない場合のほか、少

なくとも７日前までに、付議事項、日時及び場所を委員に通知するとともに、山

形労働局長に通知するものとする。 

 

第３条 会長は、審議会の議決により特定の事案について事実の調査をし、又は細

目にわたる審議を行うため、委員を指名して小委員会等を設けることができる。 

 

第４条 審議会は、最低賃金の決定又はその改正の決定について山形労働局長から

調査審議を求められたときは、最低賃金法第２５条第２項の規定に基づいて専門

部会をおく。 

２ 専門部会に関する運営規程は別にこれを定める。 

 

第４条の２ 審議会があらかじめ議決するところにより、専門部会の決議をもって

審議会の決議とすることができる。 

 

第５条 会長が必要であると認めるときは、テレビ会議システム（映像と音声の送

受信により、相手の状態を相互に認識しながら通話をすることができるシステム

をいう。次項においても同じ。）を利用する方法によって、会議に出席することが

できる。



 

２ テレビ会議システムを利用する方法による会議の出席は、最低賃金審議会令第

５条第２項及び第３項に規定する会議への出席に含めるものとする。 

３ 委員は、病気その他の事由によって会議に出席できないときには、その旨を会

長に適当な方法で速報するものとする。 

４ 委員は、旅行その他の事由によって長期不在となるときには、あらかじめ会長

に適切な方法で通知するものとする。 

 

第６条 会長は、会議の議長となり、議事を整理する。 

２ 委員は、会議において発言しようとするときには、会長の許可を受けるものと

する。 

 

第７条 会議は、原則として公開とする。ただし、公開することにより、個人情報

の保護に支障を及ぼすおそれがある場合、個人若しくは団体の権利利益が不当に

侵害されるおそれがある場合又は率直な意見の交換若しくは意思決定の中立性が

不当に損なわれるおそれがある場合には、会長は、会議を非公開とすることがで

きる。 

２ 会長は、会議における秩序の維持のため、傍聴人の退場を命ずるなど必要な措

置をとることができる。 

 

第８条 会議の議事については、議事録を作成するものとする。 

２ 議事録及び会議の資料は、原則として公開とする。ただし、公開することによ

り、個人情報の保護に支障を及ぼすおそれがある場合、個人若しくは団体の権利

利益が不当に侵害されるおそれがある場合又は率直な意見の交換若しくは意思決

定の中立性が不当に損なわれるおそれがある場合には、会長は、議事録及び会議

の資料の一部又は全部を非公開とすることができる。 

３ 議事録を非公開とする場合には、議事要旨を作成し公開するものとする。 

４ 前三項の規定は、小委員会等について準用する。 

 

第９条 会長は、審議会が議決を行ったときは、答申文又は議決書をそれぞれ議事

録の写しを付してその都度山形労働局長に送付するものとする。 

 

第１０条 この規程に定めるもののほか、小委員会等又は専門部会の議事運営に関

し必要な事項は、小委員会等又は専門部会の長が当該小委員会等又は専門部会に

諮って定める。 

 

第１１条 この規程の改廃は、審議会の議決に基づいて行う。 

 

 

附 則 

 

第１条 この規程は、令和３年７月２６日から施行する。 

 



資料№１－２② 

山形地方最低賃金審議会専門部会運営規程 
 

 

 

第１条 山形地方最低賃金審議会最低賃金専門部会（以下「専門部会」という。）の

議事運営は、最低賃金法（昭和３４年法律第１３７号）、及び最低賃金審議会令

（昭和３４年政令第１６３号）並びに山形地方最低賃金審議会運営規程に定める

もののほか、この規程の定めるところによる。 

 

第２条 専門部会の会議（以下「会議」という。）は、部会長が必要と認めたときの

ほか、山形労働局長又は３分の１以上の専門部会委員（以下「委員」という。）か

ら開催の請求があったとき、部会長が召集する。 

２ 前項の規定により山形労働局長又は委員が会議の開催を請求しようとする場合

には、付議事項及び希望期日を、少なくとも当該期日の１０日前までに、部会長

に通知しなければならない。 

３ 部会長は、会議を招集しようとするときには、緊急やむを得ない場合のほか、

少なくとも３日前までに、付議事項、日時及び場所を委員に通知するとともに、

山形労働局長に通知するものとする。 

 

第３条 部会長が必要であると認めるときは、テレビ会議システム（映像と音声の

送受信により、相手の状態を相互に認識しながら通話をすることができるシステ

ムをいう。次項においても同じ。）を利用する方法によって、会議に出席すること

ができる。 

２ テレビ会議システムを利用する方法による会議の出席は、最低賃金審議会令第

６条第６項により準用する同令第５条第２項及び第３項に規定する会議への出席

に含めるものとする。 

３ 委員は、病気その他の事由によって会議に出席できないときには、その旨を部

会長に適当な方法で速報するものとする。 

４ 委員は、旅行その他の事由によって長期不在となるときには、あらかじめ部会

長に適切な方法で通知するものとする。 

 

第４条 部会長は、会議の議長となり、議事を整理する。 

２ 委員は、会議において発言しようとするときには、部会長の許可を受けるもの

とする。 

３ 専門部会は、部会長が必要があると認めるときは、委員でないものの説明又は

意見を聞くことができる。 

 

第５条 会議は、原則として公開とする。ただし、公開することにより、個人情報

の保護に支障を及ぼすおそれがある場合、個人若しくは団体の権利利益が不当に

侵害されるおそれがある場合又は率直な意見の交換若しくは意思決定の中立性が

不当に損なわれるおそれがある場合には、部会長は、会議を非公開とすることが

できる。 

２ 部会長は、会議における秩序の維持のため、傍聴人の退場を命ずるなど必要な

措置をとることができる。



 

第６条 会議の議事については、議事録を作成するものとする。 

２ 議事録及び会議の資料は、公開することにより、個人情報の保護に支障を及ぼ

すおそれがある場合、個人若しくは団体の権利利益が不当に侵害されるおそれが

ある場合又は率直な意見の交換若しくは意思決定の中立性が不当に損なわれるお

それがある場合には、部会長は、議事録及び会議の資料の一部又は全部を非公開

とすることができる。 

３ 議事録を非公開とする場合には、議事要旨を作成し公開するものとする。 

 

第７条 部会長は、専門部会が議決を行ったときは、山形地方最低賃金審議会長に

報告するものとする。 

 

第８条 この規程に定めるもののほか、議事及び運営に関し必要な事項は、専門部

会の議決に基づいて行う。 

 

第９条 この規程の改廃は、専門部会の議決に基づいて行う。 

 

 

 附 則 

第１条 この規程は、令和３年７月２０日から施行する。 

 

 

 



資料NO.１－３

◎ 伊 藤 吉 明 ◎ 伊 藤 吉 明 阿 部 未 央 阿 部 未 央 押 野 正 德

髙 橋 和 髙 橋 和 ◎ 伊 藤 吉 明 ◎ 伊 藤 吉 明 ◎ ｺｰｴﾝｽﾞ久美子

○ 村 山 永 ○ 村 山 永 ○ 村 山 永 ○ 村 山 永 ○ 村 山 永

井 上 正 則 角 谷 俊 一 柏 木 実 柏 木 実 小 川 修 平

鈴 木 正 弘 柏 木 実 金 子 浩 金 子 浩 金 子 浩

角 谷 俊 一 鈴 木 正 弘 蒲 原 清 天 蒲 原 清 天 長 谷 部 泰 晴

丹 哲 人 丹 哲 人 岩 田 雅 史 岩 田 雅 史 岩 田 雅 史

森 晃 森 晃 大 沼 拓 雄 原 田 雅 人 丹 哲 人

横 尾 政 好 横 尾 政 好 丹 哲 人 丹 哲 人 原 田 雅 人

伊 藤 吉 明 伊 藤 吉 明 伊 藤 吉 明 伊 藤 吉 明 ◎ ｺｰｴﾝｽﾞ久美子

◎ コーエンズ久美子 ◎ コーエンズ久美子 ◎ ｺｰｴﾝｽﾞ久美子 ◎ ｺｰｴﾝｽﾞ久美子 本 間 佳 子

○ 山 上 朗 ○ 山 上 朗 ○ 山 上 朗 ○ 山 上 朗 ○ 丸 山 政 己

池 田 俊 郎 池 田 俊 郎 池 田 俊 郎 池 田 俊 郎 鈴 木 和 幸

佐 藤 修 一 佐 藤 修 一 佐 藤 修 一 佐 藤 修 一 長 瀬 義 明

佐 藤 宏 一 鈴 木 正 弘 蒲 原 清 天 蒲 原 清 天 長谷部 泰晴

阿 部 賢 司 丹 哲 人 丹 哲 人 丹 哲 人 岩 田 雅 史

保 科 幸 夫 保 科 幸 夫 保 科 幸 夫 保 科 幸 夫 丹 哲 人

森 晃 森 晃 岩 田 雅 史 岩 田 雅 史 保 科 幸 夫

○ 伊 藤 吉 明 ○ 伊 藤 吉 明 ○ 伊 藤 吉 明 ○ 伊 藤 吉 明 ○ 押 野 正 德

コーエンズ久美子 コーエンズ久美子 ｺｰｴﾝｽﾞ久美子 ｺｰｴﾝｽﾞ久美子 ◎ ｺｰｴﾝｽﾞ久美子

◎ 山 上 朗 ◎ 山 上 朗 ◎ 山 上 朗 ◎ 山 上 朗 丸 山 政 己

柿 崎 隆 英 柿 崎 隆 英 柿 崎 隆 英 柿 崎 隆 英 朝 倉 義 幸

齋 藤 貴 裕 金 子 浩 金 子 浩 金 子 浩 柿 崎 隆 英

田 村 勝 齋 藤 貴 裕 朝 倉 義 幸 朝 倉 義 幸 金 子 浩

井 上 弓 子 井 上 弓 子 井 上 弓 子 井 上 弓 子 井 上 弓 子

山 本 和 春 山 本 和 春 山 本 和 春 山 本 和 春 太 田 宏 明

松 田 一 彦 松 田 一 彦 松 田 一 彦 太 田 宏 明 高 橋 雅 之

○ 髙 橋 和 ○ 髙 橋 和 ○ 阿 部 未 央 ○ 阿 部 未 央 ○ 本 間 佳 子

◎ 村 山 永 ◎ 村 山 永 ◎ 村 山 永 ◎ 村 山 永 丸 山 政 己

山 上 朗 山 上 朗 山 上 朗 山 上 朗 ◎ 村 山 永

佐 藤 修 一 今 田 美 津 良 今 田 美 津 良 今 田 美 津 良 木根渕 広樹

木 根 渕 広 樹 木 根 渕 広 樹 木 根 渕 広 樹 木 根 渕 広 樹 今田 美津良

土 岐 成 紀 土 岐 成 紀 土 岐 成 紀 土 岐 成 紀 今 野 直 路

横 尾 政 好 加 藤 祐 悦 大 沼 拓 雄 原 田 雅 人 加 藤 祐 悦

齋 藤 豊 鈴 木 合 子 加 藤 祐 悦 加 藤 祐 悦 鈴 木 合 子

鈴 木 合 子 横 尾 政 好 鈴 木 合 子 鈴 木 合 子 原 田 雅 人

○ コーエンズ久美子 ○ コーエンズ久美子 ○ ｺｰｴﾝｽﾞ久美子 ○ ｺｰｴﾝｽﾞ久美子 押 野 正 德

◎ 髙 橋 和 ◎ 髙 橋 和 ◎ 阿 部 未 央 ◎ 阿 部 未 央 〇 本 間 佳 子

村 山 永 村 山 永 村 山 永 村 山 永 ◎ 村 山 永

武 田 洋 男 小 野 英 晃 小 野 英 晃 小 野 英 晃 小 川 修 平

小 川 修 平 柏 木 実 柏 木 実 柏 木 実 小 野 英 晃

小 野 英 晃 久 木 由 紀 子 久 木 由 紀 子 髙 橋 英 樹 髙 橋 英 樹

佐 藤 光 芳 佐 藤 光 芳 佐 藤 光 芳 佐 藤 光 芳 佐 藤 光 芳

丹 哲 人 丹 哲 人 丹 哲 人 丹 哲 人 丹 哲 人

東 海 林 誠 東 海 林 誠 東 海 林 誠 東 海 林 誠 東 海 林 誠
（注）　委員の配列は五十音順。（◎は部会長、○は部会長代理）

３年度

山形地方最低賃金審議会 専門部会委員名簿（平成29年度～令和3年度）

元年度２９年度 ３０年度 ２年度

自
動
車
・
同
部
品
製
造
業

公
益

労
働
者

使
用
者

地
域
最
低
賃
金

公
益

労
働
者

使
用
者

自
動
車
整
備
業

公
益

労
働
者

使
用
者

電
子
部
品
・
デ
バ
イ
ス
・
電
子
回

路

、
電
気
機
械
器
具
等
製
造
業

公
益

労
働
者

使
用
者

一
般
産
業
用
機
械
・
装
置
等

製
造
業

公
益

労
働
者

使
用
者



資料№２－１

会長・会長代理選出等 ① 7.8(月） ① 6.23(水）

地域最賃改正諮問　 ① 7.8(月） ① 7.2(木） ① 6.23(水） ① 6.28（火）
10:00-
12:00

大会議室

地域最賃意見聴取　 ② 8.１（木） ② 7.28（火） ② 7.26（月） ② 7.29（金）
10:00-
12:00

大会議室

地域最賃目安伝達 ② 8.１（木） ② 7.28（火） ② 7.26（月） ② 7.29（金）
10:00-
12:00

大会議室

地域最賃答申 ③ 8.5（月） ③ 8.7（金） ③ 8.6（金） ③ 8.10（水）
10:00-
12:00

大会議室

地域最賃異議申出審議 ④ 8.21（水） ④ 8.25（火） ④ 8.24（火） ④ 8.26（金）
10:00-
12:00

大会議室

特定最賃必要性諮問 ③ 8.5（月） ③ 8.7（金） ③ 8.6（金） ③ 8.10（水）
10:00-
12:00

大会議室

③ 8.5（月） ③ 8.7（金） ③ 8.6（金） ③ 8.10（水）
10:00-
12:00

大会議室

④ 8.21（水） ④ 8.25（火） ④ 8.24（火） ④ 8.26（金）
10:00-
12:00

大会議室

特定最賃必要性答申 ④ 8.21（水） ④ 8.25（火） ④ 8.24（火） ④ 8.26（金）
10:00-
12:00

大会議室

特定最賃改正諮問 ④ 8.21（水） ④ 8.25（火） ④ 8.24（火） ④ 8.26（金）
10:00-
12:00

大会議室

特定最賃答申 ⑤ 10.21(月） ⑤ 10.26(月） ⑤ 10.25（月） ⑤ 10月中旬～下旬 公開 大会議室

特定最賃意向表明 ⑥ 3.16(金) ⑥ 3.11（木） ⑥ 3.17（木） ⑥ ３月中旬 公開 大会議室

地域最賃専門部会

部会長・部会長代理選出等 ① 7.23（火） ① 7.21（火） ① 7.20（火） ① 7.25（月）
13：30-
15：00

大会議室

② 7.30（火） ② 7.29（水） ② 7.27（火） ② 7.29（金）
13：15-
15：00

大会議室

③ 7.31（水） ③ 7.31（金） ③ 7.28（水） ③ 8.1（月）
13：30-
15：00

大会議室

④ 8.1（木） ④ 8.4（火） ④ 7.30（金） ④ 8.3（水）
13：30-
15：00

大会議室

⑤ 8.2（金） ⑤ 8.6（木） ⑤ 8.2（月） ⑤ 8.8（月）
13：30-
15：00

大会議室

⑥ 8.5（月） ⑥ 8.7（金） ⑥ 8.4（水） ⑥ 8.9（火）
10：00-
12：00

大会議室

⑦ 8.6（金）

合同専門部会 ① 9.26（木） ① 9.24（木） ① 9.28（火） ① 9月下旬 公開

② 9.27（金） ② 9.25（金） ② 9.29（水） ② 非公開

③ 10.3（木） ③ 10.12（月） ③ 10.8（金） ③ 非公開

④ 10.7（月） ④ 10.21（水） ④ 10.18（月） ④ 非公開

② 10.2（水） ② 10.8（木） ② 9.29（水） ② 非公開

③ 10.10(木） ③ 10.19(月） ③ 10.12（火） ③ 非公開

④ 10.15（火） ④ 10.22（木） ④ 10.20（水） ④ 非公開

② 10.4（金） ② 10.2（金） ② 10.6（水） ② 非公開

③ 10.16（水） ③ 10.13（火） ③ 10.11（月） ③ 非公開

④ 10.18（金） ④ 10.22（木） ④ 10.22（金） ④ 非公開

② 9.30（月） ② 9.28（月） ② 10.5（火） ② 非公開

③ 10.3（木） ③ 10.7（水） ③ 10.11（月） ③ 非公開

④ 10.8（火） ④ 10.20（火） ④ 10.19（火） ④ 非公開

山形地方最低賃金審議会日程（令和元年度～令和４年度予定）
　※ ○数字は開催回数

区　　　分
（参考）

令和元年度
（参考）

令和２年度
（参考）

令和３年度

特定最賃必要性審議

備　考

本　　審

令和４年度予定

事務局案

異議申出締切8.25（木）

答申どおりの場合10.6発効

10.26まで答申12.25発効

金額審議

特定（産業別）最賃専門部会 　

一般機械

合同後10月中
旬までの間

電気機械

合同後10月中
旬までの間

自動車・同附属品

合同後10月中
旬までの間

自動車整備

合同後10月中
旬までの間



資料№２－２①

15日 8営業日 30日

→ → →

8月1日（月） 8月16日（火） 8月26日（金） 9月25日（日）

8月2日（火） 8月17日（水） 8月29日（月） 9月28日（水）

8月3日（水） 8月18日（木） 8月30日（火） 9月29日（木）

8月4日（木） 8月19日（金） 8月31日（水） 9月30日（金）

8月5日（金） 8月22日（月） 9月1日（木） 10月1日（土）

8月6日（土） 8月22日（月） 9月1日（木） 10月1日（土）

8月7日（日） 8月22日（月） 9月1日（木） 10月1日（土）

8月8日（月） 8月23日（火） 9月2日（金） 10月2日（日）

8月9日（火） 8月24日（水） 9月5日（月） 10月5日（水）

8月10日（水） 8月25日（木） 9月6日（火） 10月6日（木）

8月11日（木） 8月26日（金） 9月7日（水） 10月7日（金）

8月12日（金） 8月29日（月） 9月8日（木） 10月8日（土）

8月13日（土） 8月29日（月） 9月8日（木） 10月8日（土）

8月14日（日） 8月29日（月） 9月8日（木） 10月8日（土）

8月15日（月） 8月30日（火） 9月9日（金） 10月9日（日）

8月16日（火） 8月31日（水） 9月12日（月） 10月12日（水）

8月17日（水） 9月1日（木） 9月13日（火） 10月13日（木）

8月18日（木） 9月2日（金） 9月14日（水） 10月14日（金）

8月19日（金） 9月5日（月） 9月15日（木） 10月15日（土）

8月20日（土） 9月5日（月） 9月15日（木） 10月15日（土）

8月21日（日） 9月5日（月） 9月15日（木） 10月15日（土）

8月22日（月） 9月6日（火） 9月16日（金） 10月16日（日）

8月23日（火） 9月7日（水） 9月20日（火） 10月20日（木）

8月24日（水） 9月8日（木） 9月21日（水） 10月21日（金）

8月25日（木） 9月9日（金） 9月22日（木） 10月22日（土）

8月26日（金） 9月12日（月） 9月26日（月） 10月26日（水）

8月27日（土） 9月12日（月） 9月26日（月） 10月26日（水）

8月28日（日） 9月12日（月） 9月26日（月） 10月26日（水）

8月29日（月） 9月13日（火） 9月27日（火） 10月27日（木）

8月30日（火） 9月14日（水） 9月28日（水） 10月28日（金）

8月31日（水） 9月15日（木） 9月29日（木） 10月29日（土）

9月1日（木） 9月16日（金） 9月30日（金） 10月30日（日）

9月2日（金） 9月20日（火） 10月3日（月） 11月2日（水）

9月3日（土） 9月20日（火） 10月3日（月） 11月2日（水）

9月4日（日） 9月20日（火） 10月3日（月） 11月2日（水）

9月5日（月） 9月20日（火） 10月3日（月） 11月2日（水）

9月6日（火） 9月21日（水） 10月4日（火） 11月3日（木）

9月7日（水） 9月22日（木） 10月5日（水） 11月4日（金）

9月8日（木） 9月26日（月） 10月6日（木） 11月5日（土）

令和４年度答申要旨の公示日別最短効力発生予定一覧表（地域別最低賃金の場合）

※令和４年2月1日時点のカレンダーに基づき、異議申出締切日の翌日に本省で官報公示の手続きを行った場合のスケジュール

※10月1日(土)発効とするためには、８月５日（金）（閉庁日を含めれば8月７日（日)）までに
答申要旨を公示する必要がある。

答申
(要旨公示)

異議申出
締切

官報
公示

発効



資料№２－２②

15日 10営業日 30日

→ → →

9月26日（月） 10月11日（火） 10月25日（火） 11月24日（木）

9月27日（火） 10月12日（水） 10月26日（水） 11月25日（金）

9月28日（水） 10月13日（木） 10月27日（木） 11月26日（土）

9月29日（木） 10月14日（金） 10月28日（金） 11月27日（日）

9月30日（金） 10月17日（月） 10月31日（月） 11月30日（水）

10月1日（土） 10月17日（月） 10月31日（月） 11月30日（水）

10月2日（日） 10月17日（月） 10月31日（月） 11月30日（水）

10月3日（月） 10月18日（火） 11月1日（火） 12月1日（木）

10月4日（火） 10月19日（水） 11月2日（水） 12月2日（金）

10月5日（水） 10月20日（木） 11月4日（金） 12月4日（日）

10月6日（木） 10月21日（金） 11月7日（月） 12月7日（水）

10月7日（金） 10月24日（月） 11月8日（火） 12月8日（木）

10月8日（土） 10月24日（月） 11月8日（火） 12月8日（木）

10月9日（日） 10月24日（月） 11月8日（火） 12月8日（木）

10月10日（月） 10月25日（火） 11月9日（水） 12月9日（金）

10月11日（火） 10月26日（水） 11月10日（木） 12月10日（土）

10月12日（水） 10月27日（木） 11月11日（金） 12月11日（日）

10月13日（木） 10月28日（金） 11月14日（月） 12月14日（水）

10月14日（金） 10月31日（月） 11月15日（火） 12月15日（木）

10月15日（土） 10月31日（月） 11月15日（火） 12月15日（木）

10月16日（日） 10月31日（月） 11月15日（火） 12月15日（木）

10月17日（月） 11月1日（火） 11月16日（水） 12月16日（金）

10月18日（火） 11月2日（水） 11月17日（木） 12月17日（土）

10月19日（水） 11月4日（金） 11月18日（金） 12月18日（日）

10月20日（木） 11月4日（金） 11月18日（金） 12月18日（日）

10月21日（金） 11月7日（月） 11月21日（月） 12月21日（水）

10月22日（土） 11月7日（月） 11月21日（月） 12月21日（水）

10月23日（日） 11月7日（月） 11月21日（月） 12月21日（水）

10月24日（月） 11月8日（火） 11月22日（火） 12月22日（木）

10月25日（火） 11月9日（水） 11月24日（木） 12月24日（土）

10月26日（水） 11月10日（木） 11月25日（金） 12月25日（日）

10月27日（木） 11月11日（金） 11月28日（月） 12月28日（水）

10月28日（金） 11月14日（月） 11月29日（火） 12月29日（木）

10月29日（土） 11月14日（月） 11月29日（火） 12月29日（木）

10月30日（日） 11月14日（月） 11月29日（火） 12月29日（木）

10月31日（月） 11月15日（火） 11月30日（水） 12月30日（金）

11月1日（火） 11月16日（水） 12月1日（木） 12月31日（土）

11月2日（水） 11月17日（木） 12月2日（金） 1月1日（日）

11月3日（木） 11月18日（金） 12月5日（月） 1月4日（水）

令和４年度答申要旨の公示日別最短効力発生予定一覧表（特定(産業別)最低賃金の場合）

※令和４年2月1日時点のカレンダーに基づき、異議申出締切日の翌日に本省で官報公示の手続きを行った場合のスケジュール

※12月25日(日)発効とするためには、10月26日(水)までに答申要旨を公示する必要がある。

答申
(要旨公示)

異議申出
締切

官報
公示

発効



月日 審議事項 月日 審議事項 月日 審議事項 月日 審議事項 月日 審議事項 月日 審議事項

運営規程確認 部会長選出 部会長選出 部会長選出 部会長選出 部会長選出

地域最賃改正諮問 運営規程確認 運営規程確認 運営規程確認 運営規程確認 運営規程確認

審議日程協議 専門部会審議日程 基礎調査結果報告 基礎調査結果報告 基礎調査結果報告 基礎調査結果報告

専門部会設置 改正金額審議 審議日程協議 審議日程協議 審議日程協議 審議日程協議

参考人意見聴取

目安伝達

最賃基礎調査結果説明

地域最賃部会報告

地域最賃改正答申

特賃必要性有無諮問

特賃必要性有無審議

地域最賃異議諮問

地域最賃異議審議

地域最賃異議答申

特賃必要性有無答申

特賃金額改正諮問

特賃専門部会設置

特賃改正部会報告

特賃金額改正答申

特賃申出意向表明
次年度審議会日程

令和３年度　山形地方最低賃金審議会開催状況

回
　
数

本　　審 地域最賃専門部会

特　定　最　賃　専　門　部　会

一般機械機器製造業 電気機械器具製造業 自動車・附属品製造業 自 動 車 整 備 業

改正金額審議

9/28

2 7/26 7/27 改正金額審議 9/29 改正金額審議 9/29

1 6/23 7/20 9/28 9/28 9/28

10/11

改正金額審議 10/6 改正金額審議 10/5

改正金額審議 10/11 改正金額審議

4 8/24 7/30 改正金額審議 10/18

3 8/6 7/28 改正金額審議 10/8 改正金額審議 10/12 改正金額審議

改正金額審議
（部会結審）

10/20

5 10/25 8/2 改正金額審議

改正金額審議
（部会結審）

改正金額審議
（部会結審）

10/22
改正金額審議
（部会結審）

10/19

7 8/6
改正金額審議
（部会結審）

6 3/17 8/4 改正金額審議
特賃適用事業所・労働
者数報告
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製造業 非製造業 全産業
44 49 93
43 49 92

97.7 100.0 98.9
＜回答期間＞ 2月24日～3月31日

(注)計数は、2022年3月の調査対象企業見直し後の新ベース(ただし、図表6～10の2020年度を除く)。

(参考）事業計画の前提となっている想定為替レート＜円/ドル、山形県・全産業＞

上期 下期 上期 下期

2021年12月調査 108.00 108.08 107.92 ― ― ―

2022年3月調査 109.19 108.08 110.31 111.73 111.69 111.77

1．業況判断

（図表1）業種別の業況判断
「良い」－「悪い」回答社数構成比・％ポイント

2021/12月
前回予測 今回調査 変化幅 変化幅

a b b-a c c-b

3 ▲ 5 0 ▲ 3 ▲ 6 ▲ 6

2 0 0 ▲ 2 ▲ 3 ▲ 3

10 4 2 ▲ 8 0 ▲ 2

33 33 67 34 67 0

13 ▲ 13 0 ▲ 13 ▲ 38 ▲ 38

41 25 27 ▲ 14 36 9

▲ 67 ▲ 33 ▲ 33 34 33 66

6 4 2 ▲ 4 0 ▲ 2

▲ 4 ▲ 14 ▲ 2 2 ▲ 10 ▲ 8

17 8 25 8 9 ▲ 16

0 ▲ 15 43 43 0 ▲ 43

▲ 29 ▲ 14 ▲ 29 0 ▲ 14 15

▲ 20 ▲ 40 ▲ 20 0 ▲ 20 0

▲ 20 0 0 20 ▲ 20 ▲ 20

40 0 0 ▲ 40 ▲ 20 ▲ 20

▲ 60 ▲ 80 ▲ 60 0 ▲ 40 20

0 ▲ 2 ▲ 2 ▲ 2 ▲ 5 ▲ 3

製　造　業

全　　国

全　産　業

電気機械

はん用・生産用・業務用機械

化学

輸送用機械

建設

卸・小売

運輸・郵便

全　　国

宿泊・飲食・対個人サービス

情報通信

電気・ガス

対事業所サービス

全　　国

非 製 造 業

回 答 企 業 数（社）
回　　答　　率（％）

2021年度 2022年度

2022/3月 6月予測

山形県企業短期経済観測調査結果
(2022年3月調査）

日本銀行山形事務所
2022 年 4 月 1 日

調査対象企業数（社）

＜本件に関するお問い合わせ先＞

日本銀行山形事務所 TEL:０２３－６２２－４００４
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　業況判断の推移（全国との比較　1996年2月調査以降）

（1）全産業

    (注）シャドーは景気後退期を示す（内閣府調べ、以下同じ）。

（2）製造業

（3）非製造業
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2．需給・在庫・価格判断

（図表2）国内での製商品・サービス需給判断
「需要超過」－「供給超過」回答社数構成比・％ポイント

2021/12月
前回予測 今回調査 変化幅 変化幅

a b b-a c c-b

▲ 14 ▲ 9 ▲ 24 ▲ 10 ▲ 19 5

（図表3）製商品在庫水準判断
「過大」－「不足」回答社数構成比・％ポイント

2021/12月
前回予測 今回調査 変化幅 変化幅

a b b-a c c-b

10 27 17

（図表4）販売価格判断
「上昇」－「下落」回答社数構成比・％ポイント

2021/12月
前回予測 今回調査 変化幅 変化幅

a b b-a c c-b

5 6 10 5 20 10

3 4 9 6 21 12

8 6 10 2 18 8

（図表5）仕入価格判断

「上昇」－「下落」回答社数構成比・％ポイント

2021/12月
前回予測 今回調査 変化幅 変化幅

a b b-a c c-b

59 53 70 11 72 2

62 57 79 17 84 5

56 48 63 7 63 0

2022/3月 6月予測

2022/3月

2022/3月

2022/3月

6月予測

6月予測

6月予測

全産業

製造業

非製造業

製造業

製造業

全産業

製造業

非製造業

３



3．売上・収益計画

（図表6）売上高
前年度比・％

2020年度 2021年度 2022年度

（計画） 修正率 （計画） 修正率

全産業 ▲ 5.7 4.6 0.3 3.3 ―

製造業 ▲ 7.1 6.1 ▲ 1.2 4.2 ―

非製造業 ▲ 4.1 3.1 2.0 2.5 ―

（注）修正率・幅は、前回調査との対比（以下、同じ）。

（図表7）経常利益
前年度比・％

2020年度 2021年度 2022年度

（計画） 修正率 （計画） 修正率

全産業 ▲ 19.6 29.4 8.4 5.5 ―

製造業 ▲ 28.4 57.4 4.9 0.1 ―

非製造業 5.3 ▲ 18.4 21.5 23.2 ―

（図表8）売上高経常利益率 
％・％ポイント

2020年度 2021年度 2022年度

（計画） 修正幅 （計画） 修正幅

全産業 2.37 2.80 0.21 2.86 ―

製造業 2.99 4.12 0.24 3.96 ―

非製造業 1.70 1.36 0.21 1.64 ―

山
形
県

山
形
県

山
形
県

 ４



4．設備投資計画等

（図表9）設備投資額（含む土地投資額）
前年度比・％

2020年度 2021年度 2022年度

（計画） 修正率 （計画） 修正率

全産業 ▲ 20.5 55.6 ▲ 17.7 ▲ 20.4 ―

製造業 ▲ 39.0 7.0 ▲ 41.9 83.5 ―

非製造業 2.2 90.2 ▲ 1.3 ▲ 62.1 ―

（注）ソフトウェア投資額、研究開発投資額は含まない。

（図表10）ソフトウェア・研究開発を含む設備投資額(除く土地投資額）

前年度比・％

2020年度 2021年度 2022年度

（計画） 修正率 （計画） 修正率

全産業 ▲ 15.8 18.1 ▲ 22.0 4.2 ―

製造業 ▲ 33.0 1.8 ▲ 37.9 70.9 ―

非製造業 11.6 33.4 ▲ 4.6 ▲ 43.4 ―

（図表11）生産・営業用設備判断

「過剰」－「不足」回答社数構成比・％ポイント

2021/12月
前回予測 今回調査 変化幅 変化幅

a b b-a c c-b

全産業 4 ▲ 7 ▲ 4 ▲ 8 ▲ 10 ▲ 6

製造業 4 ▲ 9 ▲ 2 ▲ 6 ▲ 12 ▲ 10

非製造業 2 ▲ 7 ▲ 7 ▲ 9 ▲ 9 ▲ 2

全産業 0 ▲ 2 0 0 ▲ 2 ▲ 2

製造業 1 ▲ 1 0 ▲ 1 0 0

非製造業 ▲ 1 ▲ 2 ▲ 1 0 ▲ 3 ▲ 2

全
 
国

2022/3月 6月予測

山
形
県

山
形
県

山
形
県

 ５



5．雇用

（図表12）雇用人員判断

「過剰」－「不足」回答社数構成比・％ポイント

2021/12月
前回予測 今回調査 変化幅 変化幅

a b b-a c c-b
全産業 ▲ 23 ▲ 29 ▲ 37 ▲ 14 ▲ 38 ▲ 1

製造業 ▲ 7 ▲ 21 ▲ 28 ▲ 21 ▲ 32 ▲ 4

非製造業 ▲ 37 ▲ 37 ▲ 45 ▲ 8 ▲ 43 2

全産業 ▲ 22 ▲ 26 ▲ 24 ▲ 2 ▲ 26 ▲ 2

製造業 ▲ 14 ▲ 17 ▲ 17 ▲ 3 ▲ 19 ▲ 2

非製造業 ▲ 26 ▲ 31 ▲ 28 ▲ 2 ▲ 32 ▲ 4

（図表13）新卒採用計画(全産業)＜6、12月調査のみ＞
前年度比・％

　2021年度 　2022年度
（計画） 修正率 （計画） 修正率

0.6 ― ▲ 5.4 ―

▲ 8.0 ― 4.4 ―

6．企業金融

（図表14）資金繰り判断（全産業）
「楽である」－「苦しい」回答社数構成比・％ポイント

2021/12月
前回予測 今回調査 変化幅 変化幅

a b b-a c c-b

6 4 ▲ 2

12 10 ▲ 2

（図表15）金融機関の貸出態度判断（全産業）
「緩い」－「厳しい」回答社数構成比・％ポイント

2021/12月
前回予測 今回調査 変化幅 変化幅

a b b-a c c-b

13 11 ▲ 2

19 17 ▲ 2

（図表16）借入金利水準判断(全産業）
「上昇」－「低下」回答社数構成比・％ポイント

2021/12月
前回予測 今回調査 変化幅 変化幅

a b b-a c c-b

0 11 2 2 13 11

0 5 3 3 11 8

6月予測

2022/3月

2022/3月

2022/3月

6月予測

6月予測

山 形 県

全　国

山 形 県

全　国

山 形 県

全
 
国

山 形 県

全  国

全　国

山
形
県

2022/3月 6月予測

６



2021年

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月
2022年

1月 2月 3月 4月

指　数 99.2 99.5 99.5 99.8 100.0 100.3 99.9 100.2 100.2 100.6 100.6 101.3 101.8

前月比
　（％）

▲ 1.1 0.3 0.0 0.3 0.2 0.3 ▲ 0.4 0.4 0.0 0.4 0.0 0.7 0.6

前　 年
同月比
（％）

▲ 0.9 ▲ 0.3 ▲ 0.2 0.0 0.2 0.4 0.0 0.5 0.7 0.2 0.4 0.9 2.6

指　数 99.3 99.6 99.5 100.0 100.0 100.2 100.0 100.5 100.3 100.4 100.4 101.0 101.6

前月比
　（％）

▲ 1.2 0.3 ▲ 0.1 0.5 0.0 0.2 ▲ 0.1 0.4 ▲ 0.2 0.1 0.0 0.6 0.6

前　 年
同月比
　（％）

▲ 0.6 ▲ 0.1 ▲ 0.3 0.2 0.4 0.4 0.1 0.5 0.4 0.0 0.1 0.5 2.3

指数 98.9 99.1 98.9 99.1 99.0 99.2 98.8 99.0 98.9 98.8 98.5 98.8 99.5

前月比
　（％）

▲ 1.5 0.2 ▲ 0.2 0.3 ▲ 0.1 0.2 ▲ 0.4 0.2 ▲ 0.1 ▲ 0.1 ▲ 0.4 0.4 0.7

前　 年
同月比
　（％）

▲ 1.1 ▲ 0.9 ▲ 1.0 ▲ 0.7 ▲ 0.5 ▲ 0.6 ▲ 1.3 ▲ 1.3 ▲ 1.2 ▲ 1.7 ▲ 1.9 ▲ 1.5 0.6

生鮮食品及び
エネルギー
を除く総合

  　　2020年(令和2年)を100として

　　　(1)  総合指数は101.8

※　前月比・前年同月比は端数処理前の指数により計算しているため、公表上の指数による計算とは一致しない場合があります。

　　　　　　 前年同月比は2.3％の上昇　　 　　前月比は0.6％の上昇　　

　　　(3)  生鮮食品及びエネルギーを除く総合指数は99.5

　　　　　　 前年同月比は0.6％の上昇  　　　 前月比は0.7％の上昇  

　＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

総　　　　合

１　概　　況
　＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

 表１　総合、生鮮食品を除く総合、生鮮食品及びエネルギーを除く総合の前月比及び前年同月比

生鮮食品を
除く総合

　　　　　　 前年同月比は2.6％の上昇  　     前月比は0.6％の上昇

　　　(2)  生鮮食品を除く総合指数は101.6

2020年基準   消 費 者 物 価 指 数

山 形 市  2022年(令和4年)4月分
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令和 4年 6月10日
山形県統計企画課

図１ 総合指数の動き
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図３ 生鮮食品及びエネルギーを除く
総合指数の動き
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2020年＝100　

指数
前　年
同月比

寄与度

（％） 上　昇 下　落

101.8 2.6 2.64 ― ―

食　　料 102.8 3.2 0.85
野菜・海藻　      7.9％(0.24)
調理食品　　　　  3.3％(0.11)

酒類　　　　　▲0.9％(▲0.01)

住　　居 103.0 1.9 0.37
家賃　　　　　　　1.7％(0.28)
設備修繕・維持　  3.5％(0.09)

光熱・水道 114.7 14.4 1.34
電気代　　　　　 20.8％(0.84)
他の光熱　　　   29.4％(0.40)

家具・家事用品 103.2 1.0 0.04
家庭用耐久財      3.9％(0.05)
寝具類　　　　　　6.2％(0.02)

家事雑貨　　　▲2.2％(▲0.02)
室内装備品　  ▲5.1％(▲0.01)

被服及び履物 102.0 0.7 0.02
シャツ・セーター・下着類
　　　　　　　　　2.4％(0.03)
他の被服　　　　　7.2％(0.02)

履物類　　　　▲4.1％(▲0.02)

保健医療 99.6 ▲ 0.6 ▲ 0.02
保健医療用品・器具
　　　　　　　　　2.4％(0.02)

保健医療サービス
　　　　　　　▲1.3％(▲0.03)
医薬品・健康保持用摂取品
　　　　　　　▲1.4％(▲0.02)

交通・通信 93.1 ▲ 0.3 ▲ 0.05
自動車等関係費　　3.0％(0.36)
交通　　　　　　　0.3％(0.00)

通信　　　　 ▲10.9％(▲0.41)

教　　育 98.6 ▲ 0.3 ▲ 0.01
補習教育　　　　　0.8％(0.01)
教科書・学習参考教材
　　　　　　　　　4.0％(0.00)

授業料等　　  ▲0.7％(▲0.02)

教養娯楽 101.8 1.0 0.08
教養娯楽サービス　1.5％(0.07)
教養娯楽用耐久財　4.5％(0.03)

教養娯楽用品　▲1.3％(▲0.03)

諸 雑 費 101.5 0.2 0.01
たばこ　　　  　　6.3％(0.02)
身の回り用品　　　2.6％(0.01)

他の諸雑費　　▲1.2％(▲0.03)

　      他の光熱　　　　　　・・・　灯油

　

〔総合指数の前年同月比に寄与した主な内訳〕

　上昇　電気代　　　　　　　・・・　電気代

　　　　教養娯楽用品　　　　・・・　ペットトイレ用品、釣ざお　など

　下落　通信　　　　　　　　・・・　通信料（携帯電話）

　　　　（ただし端数処理の関係で一致しない場合があります。）

　　　全費目の寄与度を合計すると、総合指数の変化率に一致します。

（注）寄与度とは、その費目の指数の変動が、総合指数の変化率のうちどの程度寄与したかを示したものであり、

 総　　  合

２　10大費目指数の動き（2022年 (令和4年)4月分）

（１）前年同月との比較

　 表２　10大費目の前年同月比及び寄与度

主 な 動 き　　※寄与度順
中分類、前年同月比(寄与度)

費　　目

-2-



2020年＝100　

指数 前月比 寄与度

（％） 上　昇 下　落

101.8 0.6 0.55 ― ―

食　　料 102.8 0.1 0.03
野菜・海藻　　　　2.2％(0.07)
魚介類　　　　　　2.3％(0.05)

果物　　　　　▲10.4％(▲0.14)
肉類　　　　   ▲0.8％(▲0.02)

住　　居 103.0 1.5 0.28
家賃　　　　　　　1.6％(0.26)
設備修繕・維持　　0.9％(0.02)

光熱・水道 114.7 0.6 0.06
電気代　       　 1.1％(0.05)
ガス代　　　　　　1.8％(0.03)

他の光熱　　　 ▲1.4％(▲0.02)

家具・家事用品 103.2 2.6 0.10
家庭用耐久財　　　8.0％(0.10)
室内装備品　　　　5.6％(0.01)

家事雑貨　　　 ▲3.8％(▲0.03)

被服及び履物 102.0 3.0 0.10
シャツ・セーター・下着類
　　　　　　　　　7.3％(0.07)
他の被服　　　　　4.9％(0.01)

保健医療 99.6 0.1 0.00

医薬品・健康保持用摂取品
                  1.3％(0.01)
保健医療用品・器具
　　　　　　　　　0.9％(0.01)

保健医療サービス
　　　　　　　 ▲0.9％(▲0.02)

交通・通信 93.1 ▲ 0.3 ▲ 0.05
自動車等関係費 ▲0.3％(▲0.04)
通信　　　　　 ▲0.2％(▲0.01)

教　　育 98.6 0.3 0.01
教科書・学習参考教材
　　　　　　　　　2.4％(0.00)
補習教育　　　　　0.8％(0.00)

教養娯楽 101.8 0.3 0.03
教養娯楽用品　　  1.9％(0.04)
教養娯楽用耐久財　1.2％(0.01)

教養娯楽サービス
　　　　　　　 ▲0.5％(▲0.02)

諸 雑 費 101.5 0.0 0.00 理美容用品　  　　0.2％(0.00)
身の回り用品　 ▲0.8％(　0.00)
他の諸雑費　　 ▲0.1％(　0.00)

〔総合指数の前月比に寄与した主な内訳〕

　上昇　家賃　　　　　　　　　　　・・・　持家の帰属家賃注、民営家賃　など

　下落　果物　　　　　　　　　　　・・・　みかん、りんご　など

　　　　家庭用耐久財　　　　　　　・・・　電気冷蔵庫、ルームエアコン　など

　　　　自動車等関係費　　　　　　・・・　ガソリン、自動車整備費（定期点検）

    消費者物価指数では、持家の住宅費用を指数に算入するため、持家の住宅を借家とみなした場合に支払われるであろう

   家賃を持家の帰属家賃として指数に組み入れている。

費　　目

   表３　10大費目指数、前月比及び寄与度

（２）前月からの動き

主 な 動 き　　※寄与度順
中分類、前月比(寄与度)

 総　　  合

　注　持家の帰属家賃とは、自己が所有する住宅に居住した場合、家賃の支払は発生しないものの、所有する住居から受ける

　 サービスを自分自身で生産し、消費していると考え、このサービス額を一般市場価格で評価するもの。
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（％） （％） （％） （％）

10000 101.8 0.6 2.6 101.3 0.7 0.9

9595 101.6 0.6 2.3 101.0 0.6 0.5

8615 101.8 0.4 2.8 101.4 0.8 1.1

8210 101.5 0.4 2.4 101.1 0.8 0.6

8662 99.5 0.7 0.6 98.8 0.4 ▲ 1.5

6563 98.6 0.8 0.1 97.8 0.2 ▲ 2.6

2627 102.8 0.1 3.2 102.7 0.9 3.2

405 106.7 ▲ 0.8 9.6 107.6 1.7 11.6

2222 102.1 0.3 2.1 101.8 0.8 1.7

213 103.6 1.6 4.4 102.0 0.5 2.7

199 104.3 2.3 4.9 102.0 0.7 3.2

生鮮魚介 95 107.8 2.7 7.2 104.9 0.6 7.4

257 99.2 ▲ 0.8 0.0 100.1 0.5 ▲ 0.6

125 102.3 ▲ 0.9 2.2 103.2 5.1 2.9

309 106.3 2.2 7.9 104.0 1.8 8.1

生鮮野菜 196 109.8 4.0 12.2 105.6 2.5 12.0

124 100.4 ▲ 10.4 7.0 112.0 1.3 13.7

生鮮果物 114 100.6 ▲ 11.1 7.3 113.1 1.1 14.2

123 105.5 2.0 6.0 103.4 1.0 3.2

245 104.5 0.3 3.5 104.1 1.2 4.6

333 103.4 0.4 3.3 103.0 0.2 2.4

156 101.4 ▲ 0.6 2.7 102.0 1.5 2.1

124 98.4 ▲ 0.1 ▲ 0.9 98.5 ▲ 0.7 ▲ 1.7

419 101.8 0.4 0.2 101.4 0.1 1.1

1910 103.0 1.5 1.9 101.6 0.0 0.2

524 105.6 0.8 2.1 104.7 0.0 1.3

1668 101.9 1.6 1.7 100.3 0.0 ▲ 0.2

持家の帰属家賃を除く家賃 282 100.9 0.8 0.8 100.2 0.0 ▲ 0.1

242 111.0 0.9 3.5 110.1 0.0 2.8

918 114.7 0.6 14.4 114.0 2.0 14.9

414 116.8 1.1 20.8 115.5 2.5 21.0

156 105.5 1.8 6.3 103.7 0.7 4.8

118 147.9 ▲ 1.4 29.4 149.9 4.7 34.0

230 100.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0

374 103.2 2.6 1.0 100.6 1.4 ▲ 1.8

127 105.7 8.0 3.9 97.8 2.5 ▲ 4.7

22 95.4 5.6 ▲ 5.1 90.3 0.0 ▲ 9.9

29 105.4 1.2 6.2 104.2 1.0 6.3

67 99.5 ▲ 3.8 ▲ 2.2 103.4 0.4 ▲ 0.3

108 104.3 0.9 ▲ 0.2 103.4 1.4 0.0

22 100.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0

寝具類

家事雑貨

家事用消耗品

家事サービス

2022年(令和4年）4月 （前月）2022年(令和4年）3月

中　　分　　類 前　 年
同月比

指　 数 前月比

ガス代

他の光熱

上下水道料

 家具・家事用品

家庭用耐久財

室内装備品

 住　　　居

持家の帰属家賃を除く住居

家賃

設備修繕・維持

 光熱・水道

電気代

油脂・調味料

菓子類

調理食品

飲料

酒類

外食

魚介類

生鮮食品（生鮮魚介、生鮮野菜、生鮮果物）

肉類

乳卵類

野菜・海藻

果物

持家の帰属家賃を除く総合

持家の帰属家賃及び生鮮食品を除く総合

食料（酒類を除く）及びエネルギーを除く総合

 食　　　料

生鮮食品を除く食料

穀類

生鮮食品及びエネルギーを除く総合

2020年＝100　

３　山形市　２０２２年(令和４年)４月分　中分類指数

 総　　　合

生鮮食品を除く総合

前　 年
同月比

ウ
エ
イ
ト

指　 数 前月比
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（％） （％） （％） （％）

326 102.0 3.0 0.7 99.0 1.8 ▲ 2.5

125 103.0 0.7 0.0 102.3 4.8 ▲ 2.7

108 102.9 7.3 2.4 95.9 ▲ 0.7 ▲ 2.9

47 97.0 0.0 ▲ 4.1 97.0 0.0 ▲ 4.1

27 104.0 4.9 7.2 99.2 2.6 1.6

20 100.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0

415 99.6 0.1 ▲ 0.6 99.6 0.3 ▲ 0.6

108 100.5 1.3 ▲ 1.4 99.2 1.2 ▲ 2.1

89 102.1 0.9 2.4 101.2 0.1 1.9

217 98.2 ▲ 0.9 ▲ 1.3 99.1 0.0 ▲ 0.8

1741 93.1 ▲ 0.3 ▲ 0.3 93.4 0.5 ▲ 7.1

96 100.0 ▲ 0.3 0.3 100.2 0.7 0.1

1141 104.4 ▲ 0.3 3.0 104.7 0.6 3.1

504 66.3 ▲ 0.2 ▲ 10.9 66.4 0.0 ▲ 32.4

293 98.6 0.3 ▲ 0.3 98.3 ▲ 0.2 ▲ 0.2

223 97.6 0.1 ▲ 0.7 97.5 ▲ 0.3 ▲ 0.5

7 104.2 2.4 4.0 101.8 1.6 1.6

63 101.6 0.8 0.8 100.8 0.0 0.6

813 101.8 0.3 1.0 101.5 0.2 1.0

62 101.7 1.2 4.5 100.5 ▲ 0.8 3.9

213 97.4 1.9 ▲ 1.3 95.6 0.7 ▲ 4.6

106 102.0 0.2 1.3 101.8 0.2 1.4

433 103.9 ▲ 0.5 1.5 104.4 0.1 3.2

582 101.5 0.0 0.2 101.5 0.3 0.4

106 100.1 0.0 0.0 100.1 0.0 0.0

149 100.8 0.2 0.5 100.6 1.1 0.3

44 105.6 ▲ 0.8 2.6 106.5 0.7 4.1

32 113.5 0.0 6.3 113.5 0.0 6.3

251 100.1 ▲ 0.1 ▲ 1.2 100.2 0.0 ▲ 0.8

934 121.2 0.1 17.5 121.0 2.6 18.5

368 99.0 0.3 ▲ 0.1 98.8 ▲ 0.2 ▲ 0.1

839 101.8 0.3 1.1 101.6 0.3 1.0

522 68.8 0.4 ▲ 10.6 68.5 0.0 ▲ 31.1

教育関係費

身の回り用品

教養娯楽用耐久財

教養娯楽用品

書籍・他の印刷物

教養娯楽サービス

授業料等

教科書・学習参考教材

補習教育

教養娯楽関係費

情報通信関係費

中　　分　　類

たばこ

他の諸雑費

 （別 掲）

エネルギー

 諸 雑 費

理美容サービス

理美容用品

 保健医療

医薬品・健康保持用摂取品

保健医療用品・器具

保健医療サービス

 交通・通信

 教養娯楽

交通

自動車等関係費

通信

 教　　　育

前月比
前　 年
同月比

ウ
エ
イ
ト

履物類

他の被服

被服関連サービス

2020年＝100　

 被服及び履物

衣料

シャツ・セーター・下着類

2022年(令和4年）4月 （前月）2022年(令和4年）3月

指　 数 前月比
前　 年
同月比

指　 数
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生鮮食
品を除
く総合

生鮮食
品及びエ
ネルギー
を除く総

合

食料（酒
類を除
く）及び
エネル

ギーを除
く総合

生鮮
食品

10000 9595 8662 6563 2627 405 1910 918 374 326 415 1741 293 813 582

2016年 平均 98.0 98.1 99.1 99.9 96.2 95.1 98.2 92.4 98.5 100.0 97.0 99.1 107.8 100.5 100.8

2017年 平均 98.8 98.9 99.3 99.8 97.3 95.2 98.1 96.4 98.2 99.8 97.2 99.5 108.7 100.8 101.7

2018年 平均 99.6 99.8 99.3 99.8 97.8 96.4 98.3 101.5 94.6 99.7 98.8 101.0 108.9 100.7 102.5

2019年 平均 100.2 100.5 100.0 100.3 98.4 93.9 98.9 103.0 97.1 100.0 99.6 100.6 107.9 102.4 102.5

2020年 平均 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

2021年 平均 100.0 100.0 99.3 98.9 100.3 98.5 101.4 102.7 101.7 101.0 99.8 95.3 98.8 101.1 101.3

2021年 ４月 99.2 99.3 98.9 98.5 99.6 97.4 101.1 100.2 102.2 101.3 100.2 93.4 98.9 100.8 101.3

５月 99.5 99.6 99.1 98.7 99.8 97.2 101.2 101.6 102.8 101.4 99.9 93.9 98.8 101.4 101.1

６月 99.5 99.5 98.9 98.3 100.2 99.0 101.2 102.1 100.8 100.7 99.9 93.9 98.8 100.2 101.1

７月 99.8 100.0 99.1 98.6 99.9 95.9 101.2 103.5 102.1 100.2 99.8 94.7 98.8 101.6 101.0

８月 100.0 100.0 99.0 98.4 100.9 101.3 101.2 103.9 101.9 99.8 99.7 93.8 98.8 102.2 101.0

９月 100.3 100.2 99.2 98.6 101.3 103.5 101.6 104.7 101.5 102.0 100.7 93.9 98.8 100.8 101.7

10月 99.9 100.0 98.8 98.2 99.8 95.6 101.8 106.0 101.2 101.4 99.3 92.9 98.8 101.3 102.1

11月 100.2 100.5 99.0 98.2 100.2 94.6 101.7 107.8 101.3 102.6 99.6 93.3 98.8 101.3 101.8

12月 100.2 100.3 98.9 98.0 100.9 98.1 101.6 108.3 100.2 100.6 99.5 92.5 98.8 101.7 101.8

2022年 １月 100.6 100.4 98.8 97.8 102.4 105.4 101.6 108.9 100.3 99.5 99.2 92.9 98.8 101.0 101.2

２月 100.6 100.4 98.5 97.6 101.8 105.8 101.6 111.8 99.2 97.2 99.2 92.9 98.5 101.2 101.2

３月 101.3 101.0 98.8 97.8 102.7 107.6 101.6 114.0 100.6 99.0 99.6 93.4 98.3 101.5 101.5

４月 101.8 101.6 99.5 98.6 102.8 106.7 103.0 114.7 103.2 102.0 99.6 93.1 98.6 101.8 101.5

2016年 平均 ▲ 0.4 ▲ 0.5 0.6 0.4 1.2 1.9 0.6 ▲ 7.0 ▲ 2.6 3.4 ▲ 0.1 ▲ 2.7 1.3 1.2 0.9

2017年 平均 0.8 0.8 0.2 ▲ 0.1 1.1 0.1 ▲ 0.1 4.3 ▲ 0.3 ▲ 0.2 0.3 0.4 0.8 0.3 0.9

2018年 平均 0.9 0.9 0.1 0.0 0.5 1.2 0.2 5.3 ▲ 3.6 ▲ 0.1 1.6 1.5 0.2 ▲ 0.1 0.8

2019年 平均 0.6 0.7 0.7 0.5 0.6 ▲ 2.6 0.6 1.5 2.7 0.3 0.7 ▲ 0.3 ▲ 0.9 1.6 0.0

2020年 平均 ▲ 0.2 ▲ 0.5 0.0 ▲ 0.3 1.7 6.5 1.1 ▲ 2.9 3.0 0.0 0.4 ▲ 0.6 ▲ 7.4 ▲ 2.3 ▲ 2.4

2021年 平均 0.0 0.0 ▲ 0.7 ▲ 1.1 0.3 ▲ 1.5 1.4 2.7 1.7 1.0 ▲ 0.2 ▲ 4.7 ▲ 1.2 1.1 1.3

2021年 ４月 ▲ 1.1 ▲ 1.2 ▲ 1.5 ▲ 1.9 0.1 1.0 ▲ 0.3 1.0 ▲ 0.2 ▲ 0.3 0.1 ▲ 7.1 0.3 0.3 0.2

５月 0.3 0.3 0.2 0.1 0.2 ▲ 0.2 0.0 1.4 0.6 0.2 ▲ 0.3 0.6 0.0 0.5 ▲ 0.2

６月 0.0 ▲ 0.1 ▲ 0.2 ▲ 0.4 0.4 1.8 0.0 0.5 ▲ 2.0 ▲ 0.7 0.0 ▲ 0.1 0.0 ▲ 1.1 0.0

７月 0.3 0.5 0.3 0.3 ▲ 0.3 ▲ 3.1 0.1 1.3 1.3 ▲ 0.5 ▲ 0.1 0.9 0.0 1.4 ▲ 0.2

８月 0.2 0.0 ▲ 0.1 ▲ 0.2 1.0 5.6 0.0 0.4 ▲ 0.2 ▲ 0.3 ▲ 0.1 ▲ 1.0 0.0 0.6 0.1

９月 0.3 0.2 0.2 0.2 0.4 2.1 0.4 0.7 ▲ 0.5 2.2 1.0 0.1 0.0 ▲ 1.4 0.6

10月 ▲ 0.4 ▲ 0.1 ▲ 0.4 ▲ 0.4 ▲ 1.4 ▲ 7.6 0.1 1.2 ▲ 0.3 ▲ 0.6 ▲ 1.4 ▲ 1.0 0.0 0.5 0.4

11月 0.4 0.4 0.2 0.0 0.4 ▲ 1.0 ▲ 0.1 1.8 0.2 1.1 0.3 0.3 0.0 ▲ 0.1 ▲ 0.3

12月 0.0 ▲ 0.2 ▲ 0.1 ▲ 0.2 0.7 3.6 ▲ 0.2 0.4 ▲ 1.1 ▲ 2.0 ▲ 0.2 ▲ 0.8 0.0 0.5 0.0

2022年 １月 0.4 0.1 ▲ 0.1 ▲ 0.3 1.5 7.5 0.0 0.6 0.1 ▲ 1.1 ▲ 0.2 0.4 0.0 ▲ 0.7 ▲ 0.6

２月 0.0 0.0 ▲ 0.4 ▲ 0.2 ▲ 0.7 0.4 0.0 2.6 ▲ 1.1 ▲ 2.3 0.0 0.0 ▲ 0.3 0.2 0.0

３月 0.7 0.6 0.4 0.2 0.9 1.7 0.0 2.0 1.4 1.8 0.3 0.5 ▲ 0.2 0.2 0.3

４月 0.6 0.6 0.7 0.8 0.1 ▲ 0.8 1.5 0.6 2.6 3.0 0.1 ▲ 0.3 0.3 0.3 0.0

2021年 ４月 ▲ 0.9 ▲ 0.6 ▲ 1.1 ▲ 1.5 ▲ 1.1 ▲ 6.8 1.4 ▲ 0.1 1.7 ▲ 0.1 ▲ 0.5 ▲ 5.2 ▲ 0.3 ▲ 0.4 1.4

５月 ▲ 0.3 ▲ 0.1 ▲ 0.9 ▲ 1.4 ▲ 0.6 ▲ 5.8 1.3 2.0 3.6 ▲ 0.1 0.2 ▲ 4.4 0.0 ▲ 0.4 1.1

６月 ▲ 0.2 ▲ 0.3 ▲ 1.0 ▲ 1.5 0.6 1.5 1.4 2.5 1.6 ▲ 0.3 0.2 ▲ 5.3 0.0 ▲ 0.7 1.2

７月 0.0 0.2 ▲ 0.7 ▲ 1.3 0.1 ▲ 5.4 1.5 3.9 2.8 2.8 ▲ 0.1 ▲ 5.4 0.0 0.7 0.9

８月 0.2 0.4 ▲ 0.5 ▲ 1.1 0.3 ▲ 5.5 1.5 4.6 3.2 4.3 ▲ 0.9 ▲ 6.7 0.0 2.9 1.4

９月 0.4 0.4 ▲ 0.6 ▲ 1.1 0.7 ▲ 0.4 1.6 5.9 1.7 0.7 0.9 ▲ 6.3 0.0 2.7 2.2

10月 0.0 0.1 ▲ 1.3 ▲ 1.9 ▲ 0.2 ▲ 3.5 1.0 8.0 0.4 ▲ 1.4 ▲ 0.6 ▲ 6.8 0.0 3.5 1.8

11月 0.5 0.5 ▲ 1.3 ▲ 2.0 0.7 0.1 0.9 10.6 ▲ 2.2 ▲ 0.1 ▲ 0.3 ▲ 6.5 0.0 3.8 1.7

12月 0.7 0.4 ▲ 1.2 ▲ 2.0 1.9 7.3 0.8 11.1 ▲ 1.3 ▲ 0.4 ▲ 0.3 ▲ 7.7 0.0 4.4 1.5

2022年 １月 0.2 0.0 ▲ 1.7 ▲ 2.7 1.5 3.2 0.3 11.6 ▲ 2.0 ▲ 0.3 ▲ 0.3 ▲ 7.3 0.0 0.3 0.2

２月 0.4 0.1 ▲ 1.9 ▲ 2.8 1.6 5.2 0.3 14.3 ▲ 2.6 ▲ 3.1 ▲ 0.4 ▲ 7.3 0.0 1.0 0.0

３月 0.9 0.5 ▲ 1.5 ▲ 2.6 3.2 11.6 0.2 14.9 ▲ 1.8 ▲ 2.5 ▲ 0.6 ▲ 7.1 ▲ 0.2 1.0 0.4

４月 2.6 2.3 0.6 0.1 3.2 9.6 1.9 14.4 1.0 0.7 ▲ 0.6 ▲ 0.3 ▲ 0.3 1.0 0.2

教 育
教養
娯楽

諸雑費

家具
・

家事
用品

被服
及び
履物

保健
医療

交通
・

通信

  前  年  同  月  比　 （％）

ウエイト

４　山形市　10大費目指数の推移
2020年＝100　

前　　 年　　 比　 （％）

前　　 月　　 比　 （％）

総 合 食 料 住 居
光熱

・
水道
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生鮮食
品を除
く総合

生鮮食
品及びエ
ネルギー
を除く総

合

食料（酒
類を除
く）及び
エネル

ギーを除
く総合

生鮮
食品

10000 9604 8892 6781 2626 396 2149 693 387 353 477 1493 304 911 607

2016年 平均 98.1 98.2 98.8 99.6 96.2 96.5 99.5 93.9 97.2 98.1 96.7 99.3 108.9 97.9 101.4

2017年 平均 98.6 98.7 98.9 99.6 96.8 96.3 99.3 96.4 96.7 98.3 97.5 99.5 109.6 98.3 101.7

2018年 平均 99.5 99.5 99.2 99.7 98.2 99.9 99.2 100.2 95.7 98.5 99.0 100.9 110.1 99.0 102.1

2019年 平均 100.0 100.2 99.8 100.1 98.7 96.8 99.4 102.5 97.7 98.9 99.7 100.2 108.4 100.6 102.1

2020年 平均 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

2021年 平均 99.8 99.8 99.5 99.2 100.0 98.8 100.6 101.3 101.7 100.4 99.6 95.0 100.0 101.6 101.1

2021年 ４月 99.1 99.3 99.1 98.9 99.0 94.4 100.6 98.8 101.4 101.6 99.6 93.2 100.2 101.5 100.9

５月 99.4 99.5 99.3 99.0 99.3 95.7 100.6 100.7 101.5 101.5 99.7 93.5 100.3 101.9 101.0

６月 99.5 99.5 99.2 98.9 99.9 99.2 100.6 101.4 101.7 101.0 99.6 93.5 100.3 101.1 100.8

７月 99.7 99.8 99.4 99.1 99.6 96.8 100.6 102.0 102.3 99.3 99.7 94.6 100.3 102.4 101.1

８月 99.7 99.8 99.3 99.0 99.9 98.5 100.7 102.0 102.3 98.1 99.8 93.8 100.3 103.2 101.1

９月 100.1 99.8 99.3 98.9 101.4 106.5 100.7 103.1 101.6 101.7 99.7 93.5 100.4 101.6 101.2

10月 99.9 99.9 99.2 98.7 100.8 101.4 100.7 104.4 101.7 101.8 99.4 92.3 100.4 102.1 101.8

11月 100.1 100.1 99.2 98.7 100.8 99.9 100.7 106.0 102.1 102.3 99.4 92.8 100.4 101.7 101.8

12月 100.1 100.0 99.1 98.6 100.9 100.8 100.7 107.1 101.0 101.3 99.3 92.5 100.4 101.9 101.6

2022年 １月 100.3 100.1 99.0 98.3 102.0 106.5 100.7 108.3 100.8 99.4 99.2 92.4 100.4 101.4 101.7

２月 100.7 100.5 99.2 98.4 102.3 107.1 100.8 111.1 100.5 99.7 99.4 92.7 100.3 101.8 101.8

３月 101.1 100.9 99.5 98.7 102.5 105.9 100.8 113.3 101.8 100.9 99.4 93.2 100.5 102.2 101.9

４月 101.5 101.4 99.9 99.0 102.9 105.9 101.0 114.3 103.7 102.4 98.9 93.0 101.1 103.1 102.1

2016年 平均 ▲ 0.1 ▲ 0.3 0.6 0.3 1.7 4.6 ▲ 0.1 ▲ 7.3 ▲ 0.4 1.8 0.9 ▲ 2.0 1.6 1.0 0.7

2017年 平均 0.5 0.5 0.1 ▲ 0.1 0.7 ▲ 0.2 ▲ 0.2 2.7 ▲ 0.5 0.2 0.9 0.3 0.6 0.4 0.3

2018年 平均 1.0 0.9 0.4 0.1 1.4 3.8 ▲ 0.1 4.0 ▲ 1.1 0.1 1.5 1.4 0.4 0.8 0.5

2019年 平均 0.5 0.6 0.6 0.4 0.4 ▲ 3.1 0.3 2.3 2.2 0.4 0.7 ▲ 0.7 ▲ 1.5 1.6 0.0

2020年 平均 0.0 ▲ 0.2 0.2 ▲ 0.1 1.4 3.3 0.6 ▲ 2.4 2.3 1.1 0.3 ▲ 0.2 ▲ 7.8 ▲ 0.6 ▲ 2.0

2021年 平均 ▲ 0.2 ▲ 0.2 ▲ 0.5 ▲ 0.8 0.0 ▲ 1.2 0.6 1.3 1.7 0.4 ▲ 0.4 ▲ 5.0 0.0 1.6 1.1

2021年 ４月 ▲ 0.8 ▲ 0.9 ▲ 1.1 ▲ 1.4 ▲ 0.1 ▲ 0.5 0.0 1.5 0.1 1.4 ▲ 0.2 ▲ 7.0 1.1 0.6 0.0

５月 0.3 0.3 0.1 0.1 0.3 1.4 0.0 2.0 0.1 ▲ 0.1 0.1 0.3 0.1 0.3 0.1

６月 0.1 0.0 ▲ 0.1 ▲ 0.2 0.6 3.6 0.0 0.7 0.2 ▲ 0.4 ▲ 0.1 0.0 0.0 ▲ 0.7 ▲ 0.2

７月 0.2 0.3 0.2 0.3 ▲ 0.3 ▲ 2.4 0.0 0.6 0.6 ▲ 1.7 0.0 1.1 0.0 1.3 0.2

８月 0.0 ▲ 0.1 ▲ 0.1 ▲ 0.1 0.3 1.7 0.0 0.0 0.0 ▲ 1.1 0.1 ▲ 0.8 0.0 0.8 0.1

９月 0.4 0.1 0.0 ▲ 0.1 1.5 8.2 0.0 1.0 ▲ 0.7 3.6 ▲ 0.1 ▲ 0.3 0.0 ▲ 1.6 0.1

10月 ▲ 0.2 0.1 ▲ 0.1 ▲ 0.2 ▲ 0.5 ▲ 4.8 0.0 1.3 0.1 0.1 ▲ 0.3 ▲ 1.3 0.0 0.5 0.5

11月 0.2 0.3 0.1 0.0 0.0 ▲ 1.4 0.0 1.5 0.4 0.5 0.0 0.6 0.0 ▲ 0.5 0.0

12月 0.0 ▲ 0.1 ▲ 0.1 ▲ 0.1 0.0 0.8 0.0 1.0 ▲ 1.0 ▲ 1.0 ▲ 0.1 ▲ 0.4 0.0 0.2 ▲ 0.2

2022年 １月 0.3 0.0 ▲ 0.1 ▲ 0.2 1.1 5.7 0.0 1.2 ▲ 0.3 ▲ 1.8 0.0 ▲ 0.1 0.0 ▲ 0.5 0.1

２月 0.4 0.4 0.1 0.1 0.3 0.5 0.1 2.6 ▲ 0.3 0.2 0.1 0.3 0.0 0.4 0.1

３月 0.4 0.5 0.3 0.3 0.2 ▲ 1.1 0.1 2.0 1.3 1.3 0.0 0.5 0.2 0.4 0.1

４月 0.4 0.4 0.4 0.4 0.5 0.0 0.2 0.8 1.9 1.5 ▲ 0.5 ▲ 0.2 0.6 0.9 0.2

2021年 ４月 ▲ 1.1 ▲ 0.9 ▲ 0.9 ▲ 1.2 ▲ 1.3 ▲ 7.3 0.6 ▲ 2.7 2.2 0.2 ▲ 0.6 ▲ 5.8 0.7 ▲ 0.3 1.3

５月 ▲ 0.8 ▲ 0.6 ▲ 0.9 ▲ 1.1 ▲ 1.0 ▲ 5.3 0.5 ▲ 0.1 1.9 0.4 ▲ 0.4 ▲ 5.2 1.2 ▲ 0.2 1.1

６月 ▲ 0.5 ▲ 0.5 ▲ 0.9 ▲ 1.1 0.0 0.7 0.6 1.0 1.6 0.6 ▲ 0.6 ▲ 5.4 1.4 0.0 1.0

７月 ▲ 0.3 ▲ 0.2 ▲ 0.6 ▲ 0.8 ▲ 0.6 ▲ 4.2 0.6 2.2 2.4 0.7 ▲ 0.5 ▲ 5.4 1.1 1.9 1.2

８月 ▲ 0.4 0.0 ▲ 0.5 ▲ 0.7 ▲ 1.1 ▲ 8.8 0.7 2.5 2.9 0.8 ▲ 0.1 ▲ 6.6 1.2 3.7 1.2

９月 0.2 0.1 ▲ 0.5 ▲ 0.8 0.9 2.2 0.7 4.4 1.7 0.0 ▲ 0.2 ▲ 6.4 1.2 3.3 1.2

10月 0.1 0.1 ▲ 0.7 ▲ 1.2 0.5 ▲ 1.1 0.7 6.4 0.9 ▲ 0.2 ▲ 0.3 ▲ 7.5 1.1 4.3 1.2

11月 0.6 0.5 ▲ 0.6 ▲ 1.2 1.4 3.1 0.7 9.2 0.4 0.1 ▲ 0.2 ▲ 6.9 1.2 4.3 1.2

12月 0.8 0.5 ▲ 0.7 ▲ 1.3 2.1 8.0 0.7 11.2 ▲ 0.8 0.3 ▲ 0.1 ▲ 7.5 1.2 3.9 1.3

2022年 １月 0.5 0.2 ▲ 1.1 ▲ 1.9 2.1 6.5 0.3 12.7 ▲ 0.6 1.3 ▲ 0.1 ▲ 7.5 1.2 0.6 1.1

２月 0.9 0.6 ▲ 1.0 ▲ 1.8 2.8 10.1 0.3 15.3 ▲ 0.8 1.4 0.0 ▲ 7.4 1.2 1.3 0.9

３月 1.2 0.8 ▲ 0.7 ▲ 1.6 3.4 11.6 0.3 16.4 0.4 0.7 ▲ 0.4 ▲ 7.0 1.4 1.3 1.0

４月 2.5 2.1 0.8 0.1 4.0 12.2 0.4 15.7 2.3 0.8 ▲ 0.7 ▲ 0.2 0.9 1.6 1.2

教 育
教養
娯楽

諸雑費
光熱

・
水道

被服
及び
履物

保健
医療

交通
・

通信

前　　 月　　 比　 （％）

  前  年  同  月  比　 （％）

５　全　国　10大費目指数の推移
2020年＝100　

ウエイト

前　　 年　　 比　 （％）

家具
・

家事
用品

総 合 食 料 住 居
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全　国 東　北 青森市 盛岡市 仙台市 秋田市 山形市 福島市

2016年 平均 98.1 97.7 97.6 97.4 97.6 97.7 98.0 97.9
2017年 平均 98.6 98.6 98.6 98.6 98.3 98.6 98.8 98.3
2018年 平均 99.5 99.7 99.9 99.8 99.2 99.9 99.6 99.2
2019年 平均 100.0 100.1 100.6 100.0 99.7 100.4 100.2 99.9
2020年 平均 100.0 100 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
2021年 平均 99.8 99.9 100.0 100.2 99.9 100.3 100.0 99.5

2021年 ４月 99.1 99.2 97.4 99.5 99.5 99.6 99.2 98.8
５月 99.4 99.5 99.8 99.7 99.8 99.8 99.5 99.0
６月 99.5 99.6 99.8 100.2 99.6 99.7 99.5 99.0
７月 99.7 99.9 100.0 100.4 99.7 100.2 99.8 99.3
８月 99.7 99.8 100.0 100.5 99.6 100.2 100.0 99.1
９月 100.1 100.3 100.3 100.8 100.3 101.0 100.3 99.7

10月 99.9 100.1 100.4 100.7 100.0 100.7 99.9 99.7
11月 100.1 100.5 100.7 100.7 100.4 101.4 100.2 100.0
12月 100.1 100.5 100.7 100.3 100.6 101.1 100.2 99.9

2022年 １月 100.3 100.8 101.3 100.3 100.9 101.9 100.6 100.1
２月 100.7 101.2 101.7 100.6 101.4 102.3 100.6 100.4
３月 101.1 101.9 102.2 101.4 102.0 102.9 101.3 101.1
４月 101.5 102.2 102.7 101.8 102.2 103.2 101.8 101.6

2016年 平均 ▲ 0.1 ▲ 0.3 ▲ 0.5 ▲ 0.2 ▲ 0.2 ▲ 0.1 ▲ 0.4 ▲ 0.1
2017年 平均 0.5 0.8 1.0 1.3 0.6 0.9 0.8 0.4
2018年 平均 1.0 1.2 1.3 1.2 0.9 1.3 0.9 0.9
2019年 平均 0.5 0.4 0.6 0.2 0.6 0.5 0.6 0.7
2020年 平均 0.0 ▲ 0.1 ▲ 0.6 0.0 0.3 ▲ 0.4 ▲ 0.2 0.1
2021年 平均 ▲ 0.2 ▲ 0.1 0.0 0.2 ▲ 0.1 0.3 0.0 ▲ 0.5

2021年 ４月 ▲ 0.8 ▲ 0.9 ▲ 3.1 ▲ 0.7 ▲ 0.6 ▲ 0.8 ▲ 1.1 ▲ 1.0
５月 0.3 0.3 2.5 0.2 0.3 0.2 0.3 0.3
６月 0.1 0.1 0.0 0.6 ▲ 0.1 ▲ 0.1 0.0 0.0
７月 0.2 0.3 0.2 0.2 0.1 0.6 0.3 0.3
８月 0.0 ▲ 0.1 0.0 0.1 ▲ 0.2 ▲ 0.1 0.2 ▲ 0.2
９月 0.4 0.5 0.3 0.3 0.7 0.8 0.3 0.6

10月 ▲ 0.2 ▲ 0.2 0.0 0.0 ▲ 0.2 ▲ 0.3 ▲ 0.4 ▲ 0.1
11月 0.2 0.3 0.3 ▲ 0.1 0.4 0.6 0.4 0.3
12月 0.0 0.0 0.0 ▲ 0.4 0.2 ▲ 0.2 0.0 ▲ 0.1

2022年 １月 0.3 0.3 0.6 0.0 0.2 0.7 0.4 0.3
２月 0.4 0.4 0.4 0.3 0.5 0.4 0.0 0.2
３月 0.4 0.6 0.5 0.8 0.6 0.6 0.7 0.7
４月 0.4 0.3 0.5 0.4 0.2 0.3 0.6 0.5

2021年 ４月 ▲ 1.1 ▲ 1.0 ▲ 2.7 ▲ 0.6 ▲ 1.0 ▲ 0.6 ▲ 0.9 ▲ 1.4
５月 ▲ 0.8 ▲ 0.4 1.9 ▲ 0.3 ▲ 0.7 ▲ 0.3 ▲ 0.3 ▲ 1.1
６月 ▲ 0.5 ▲ 0.2 ▲ 0.2 0.3 ▲ 0.1 ▲ 0.3 ▲ 0.2 ▲ 0.9
７月 ▲ 0.3 0.1 0.0 0.7 0.1 0.2 0.0 ▲ 0.2
８月 ▲ 0.4 ▲ 0.1 ▲ 0.2 0.8 0.0 0.2 0.2 ▲ 0.7
９月 0.2 0.4 0.1 0.8 0.2 0.9 0.4 ▲ 0.2

10月 0.1 0.3 0.4 0.6 0.1 1.1 0.0 ▲ 0.2
11月 0.6 1.0 0.9 0.9 0.6 2.1 0.5 0.4
12月 0.8 1.2 1.2 0.6 1.5 1.9 0.7 0.6

2022年 １月 0.5 0.8 1.3 0.2 0.9 2.1 0.2 0.3
２月 0.9 1.4 1.8 0.6 1.7 2.1 0.4 0.8
３月 1.2 1.7 1.7 1.2 1.9 2.4 0.9 1.3
４月 2.5 3.0 5.5 2.3 2.7 3.7 2.6 2.9

青森市 盛岡市 仙台市 秋田市 山形市 福島市

2019年 平均 98.5 99.2 99.9 98.2 100.1 100.4

2020年 平均 97.9 99.0 99.4 98.1 100.3 100.4

全国平均

100.0

100.0

６　東北６県　県庁所在市別総合指数
2020年＝100　

前　　　年　　 比　 （％）

前　　 月　　 比　 （％）

 前  年  同  月  比　 （％）

７　消費者物価地域差指数  （持家の帰属家賃を除く総合）
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消費者物価指数の概要 
 
１ 消費者物価指数とは 

消費者物価指数とは、物価の変動を時系列的に測定するもので、基準となる時点と比べて、どの程度上昇ま 
たは下落したかを比率で表した数値のことです。 

現在の指数は、2020 年を基準年とした「2020 年基準消費者物価指数」です。 
 
２ 指数品目 

指数計算に用いられる品目は、家計の消費支出の中で重要度が高いこと、価格変動の面で代表性があるこ 
    と、継続調査が可能であることなどの観点から選定された 582 品目となっております。 
 
３ 指数の計算方法 

指数は、基準時加重相対法算式（ラスパイレス型）により算定されます。 
 
 
 
 
 
 
４ ウエイト 

ウエイトとは、指数の計算の際に使用される家計の消費支出全体に占める品目別支出金額の割合（重み：ウ 
エイト）のことで、2020 年基準は、新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ、2019 年及び 2020 年の家計調査

の結果（1 か月 1 世帯当たりの平均支出金額）を基に作成されております。 
生鮮食品（生鮮魚介・生鮮野菜・生鮮果物）は、月別ウエイトが用いられます。 

 
５ 価格調査 
     品目の価格調査は、「小売物価統計調査」（総務省所管）により毎月行われます。 
 
６ 各品目の調査日 

・生鮮魚介、野菜、果物及び切り花のうち一部の品目：毎月 3 回。 
上旬（5 日を含む週の水・木・金曜日のうち 1 日） 

                                 中旬（12 日         〃            ） 
                                 下旬（22 日         〃            ） 

・上記を除く品目（自動車等関係費、衣料、他の光熱など） 
：毎月 1 回。（12 日を含む週の水・木・金曜日のうち 1 日） 

・家賃（民営） ：毎月 1 回。（12 日を含む週の水・木・金曜日のうち 1 日） 
・家賃（公営） ：毎月 1 回。（12 日を含む週の金曜日） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                
 
比較時の指数値 ＝  

比較時価格 

基準時価格 
× 基準時の品目ウエイト   の合計 

 【利用上の注意】 

 この月報は、総務省統計局が作成する資料に基づき作成したものです。 

 
  ◎総務省統計局（消費者物価指数）のホームページアドレス 

   http://www.stat.go.jp/data/cpi/index.html 

 《この資料に関する問い合わせ先》 
   山形県みらい企画創造部 統計企画課 生活統計担当 
     TEL ：023-630-2186・2177  FAX：023-630-2185 

  

   ◎山形県のホームページアドレス   https://www.pref.yamagata.jp/ 
           ホームページ内の掲載場所 

                     トップページ中段の「目的から探す」 

                               → 「統計情報・オープンデータ」 

                               → 「家計・物価」 

                               → 「山形市消費者物価指数」 

基準時の品目ウエイトの合計 



報 道 発 表 資 料  

概 況（P3 参照） 

有効求人倍率（季節調整値）は１.４８倍となり、前月を０.０１ポイント上回った。 

新規求人倍率（季節調整値）は２.０７倍となり、前月を０.０９ポイント下回った。 

正社員有効求人倍率（原数値）は１.１３倍となり、前年同月を０.２２ポイント上回った。 

 

 
山形県内の雇用情勢は、新型コロナウイルス感染症が雇用に与える影響は残るものの、 

改善の動きが続いている。 

 

令和４年５月３１日 

【照会先】 

山形労働局職業安定部職業安定課 

職業安定課長    秋葉 信悦 

職業安定課長補佐    卯野 登志光 

雇用情報係長  伊藤 秀人 

電話 023-626-6109 

ＦＡＸ 023-635-0580 

   

 

 

 

 

 

 

報道関係者 各位 

 

      

 

 

 

最近の雇用情勢について 

（令和４年４月内容）＜新規学卒者を除く＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

【有効求人、有効求職及び有効求人倍率の推移（季節調整値）】 

 

 

【全国の完全失業率・有効求人倍率等】（完全失業率は総務省統計局資料による） 

 全国の完全失業率〔季節調整値〕は２.５％となり、前月を０.１ポイント下回った。 

全国の有効求人倍率〔季節調整値〕は１.２３倍となり、前月を０.０１ポイント上回った。 

 また、正社員に係る有効求人倍率（原数値）は０.９２倍となり、前年同月を０.１１ポイント上回った。 

「ヤッピー」は山形労働局のイメージキャラクターです。 

山形労働局   ―ＹＡＭＡＧＡＴＡ ＬＡＢＯＵＲ BＵＲＥＡＵ― 

(注) 年度平均は原数値である。なお、令和 3年 12月以前の数値は、令和 4 年 1月分公表時に新季節指数により改訂されている。 

http://www.mhlw.go.jp/

フリーテキスト
資料№３－６



【県内の求人】P1.3.4.5.6 

① 4 月の新規求人数[パートタイムを含む全数(原数値)]は、9,447 人で前年同月と比較すると 13.6%増

と 14か月連続の増加となった。 

② 主な産業別では、建設業(1,054人、前年同月比 2.7%減) 、運輸業・郵便業(336人、同 14.9%減)で減

少したが、製造業(1,712 人、同 27.3%増)、卸売業・小売業（1,177 人、同 11.9%増）、宿泊業・飲食

サービス業（523 人、同 50.7%増）、医療・福祉（1,754 人、同 2.3%増)、サービス業（1,420 人、同

37.6%増）で増加した。 

③ 製造業の内訳では、16 業種中 13 業種で前年同月を上回り、製造業全体では 15 か月連続の増加とな

った。特に、情報通信機械器具製造業（89人、同 61.8%増）、窯業・土石製品製造業（61人、同 60.5%

増）において増加率が大きくなった。 

④ 正社員に係る新規求人数は、4,471 人で前年同月と比較すると 11.8%増となり、新規求人数に占める

割合は、50.2%で前年同月と比較すると 0.8ポイント下回った。 

⑤ 有効求人数[季節調整値]は、24,940人で前月に比べ 4.5%増と 2か月連続の増加となった。 

⑥ 原数値[パートタイムを含む全数]は、24,721 人で前年同月と比較すると 13.5%増となり、13 か月連

続で増加した。 

 

【県内の求職】P1.3.6 

① 4月の新規求職申込件数[パートタイムを含む全数](原数値)は、5,807件(うちハローワーク利用登録

件数 5,708件)で前年同月と比較すると 1.7%減となり、4か月連続の減少となった。態様別[パートタ

イムを含む常用]にみると、離職者(3,802 人、前年同月比 4.0%減)は 3 か月連続の減少となり、離職

者のうち、事業主都合離職者(1,219人、同 17.0%減)は 3か月連続の減少となった。また、在職者(1,404

人、同 16.0%増)は 3 か月ぶりの増加となり、無業者(462 人、同 23.4%減)は 11 か月連続の減少とな

った。 

② 有効求職者数[季節調整値]は、16,835人で前月に比べ 3.7%増となり、6か月ぶりの増加となった。 

③ 原数値[パートタイムを含む全数]は、18,076人(うちハローワーク利用登録者数 17,824人)で前年同

月比と比較すると 7.5%減となり、10か月連続の減少となった。 

 

【県内の有効求人倍率】P1.2.3.6.7 

① 4月の有効求人倍率[季節調整値]は、1.48倍で前月を 0.01ポイント上回った。 

② 原数値[パートタイムを含む全数]は 1.37倍となり、前年同月を 0.26ポイント上回った。 

③ 正社員に係る有効求人倍率(原数値)は、1.13倍で前年同月を 0.22ポイント上回った。 

 

【雇用保険】P2 

① 4月の受給者実人員は、2,777人で前年同月と比較すると 20.2%減となり、10か月連続で減少した。 

 

【一般職業紹介状況】P3.6 

① 4 月の県内のハローワークにおける紹介件数[パートタイムを含む全数]は、4,538 件で前年同月と比

較すると 15.1%減となり、11か月連続で減少した。 

② 就職件数[同]は 1,778件で、前年同月と比較すると 5.4%減となり、10か月連続で減少した。 

 

 

 

 

 

(注) ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴い、令和 3 年 9 月以降の数値には、ハローワークに来

所せず、オンライン上で「求職者マイページ」を開設した求職者数やハローワークインターネットサービスで探し

た求人に直接応募する「オンライン自主応募」による就職件数等が含まれている。 

また、「ハローワーク利用登録者数（件数）」とは、ハローワークに来所し求職申込みをした者（件数）をいい、

オンライン登録者が来所等し、職業相談の結果、「来所登録者」に変更された場合を含む。 

 



（注）季節調整法は、センサス局法Ⅱ（X-12-ARIMA）による。なお、令和3年12月以前の数値は新季節指数
により改訂されている。
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有効求人・求職・倍率状況
(季節調整値・新規学卒を除きパートタイムを含む）

有効求人数[季節調整値] 有効求職者数[季節調整値]

有効求人倍率[山形県；季節調整値] 有効求人倍率[全国；季節調整値]
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求人倍率単位
千

有効求人・求職・倍率状況
(原数値・新規学卒を除きパートタイムを含む）

有効求人数 有効求職者数

有効求人倍率[原数値] 有効求人倍率[前年の原数値]
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令和４年４月分 山形労働局

項  目

年 月

平成29年 (暦年) * 2.24 倍 * 1.50 倍 * 2.03 倍 * 1.54 倍 * 1.24 倍 * 1.40 倍 * 1.59 倍 * 1.35 倍 * 1.45 倍 3,326 人

平成30年 (暦年) * 2.39 倍 * 1.61 倍 * 2.16 倍 * 1.64 倍 * 1.30 倍 * 1.46 倍 * 1.69 倍 * 1.52 倍 * 1.51 倍 3,210 人

平成31年 (暦年) * 2.42 倍 * 1.60 倍 * 2.07 倍 * 1.54 倍 * 1.24 倍 * 1.39 倍 * 1.63 倍 * 1.48 倍 * 1.51 倍 3,370 人

令和2年 (暦年) * 1.95 倍 * 1.18 倍 * 1.71 倍 * 1.15 倍 * 0.99 倍 * 1.09 倍 * 1.26 倍 * 1.29 倍 * 1.25 倍 4,065 人

令和3年 (暦年) * 2.02 倍 * 1.13 倍 * 1.95 倍 * 1.27 倍 * 1.05 倍 * 1.19 倍 * 1.30 倍 * 1.44 倍 * 1.28 倍 3,649 人

令和2年 ４月 1.87 1.31 1.58 1.24 1.00 1.12 1.33 1.35 1.32 3,229

５月 1.95 1.18 1.69 1.11 0.92 1.01 1.28 1.27 1.23 3,736

６月 1.73 1.12 1.65 1.09 0.91 1.01 1.22 1.25 1.21 4,219

７月 1.73 1.08 1.46 1.06 0.92 1.00 1.16 1.22 1.18 4,428

８月 1.85 1.05 1.65 1.04 0.91 1.00 1.13 1.21 1.18 4,574

９月 1.93 1.04 1.65 1.04 0.91 1.02 1.13 1.21 1.16 4,887

１０月 1.80 1.05 1.64 1.05 0.93 1.04 1.14 1.22 1.18 4,773

１１月 1.99 1.05 1.84 1.06 0.95 1.05 1.18 1.25 1.18 4,493

１２月 2.02 1.06 1.85 1.08 0.99 1.05 1.18 1.27 1.20 4,242

令和3年 １月 1.99 1.08 1.87 1.15 0.99 1.08 1.21 1.34 1.22 3,852

２月 1.93 1.09 1.84 1.15 0.95 1.10 1.23 1.33 1.23 3,535

３月 1.97 1.10 1.84 1.19 0.99 1.14 1.24 1.35 1.25 3,630

４月 1.90 1.09 1.85 1.22 1.02 1.16 1.26 1.38 1.24 3,480

５月 2.15 1.10 1.95 1.24 1.03 1.18 1.27 1.44 1.25 3,765

６月 2.10 1.13 1.98 1.26 1.05 1.21 1.30 1.48 1.28 4,295

７月 2.03 1.14 2.07 1.31 1.07 1.23 1.33 1.53 1.32 4,166

８月 2.00 1.15 2.02 1.34 1.08 1.25 1.35 1.53 1.30 4,013

９月 2.05 1.15 2.01 1.36 1.09 1.24 1.36 1.53 1.31 3,634

１０月 2.03 1.16 2.00 1.35 1.10 1.25 1.35 1.51 1.30 3,234

１１月 2.08 1.17 2.07 1.37 1.11 1.25 1.33 1.47 1.32 3,169

１２月 2.19 1.17 2.03 1.36 1.12 1.28 1.31 1.47 1.35 3,012

令和4年 １月 2.16 1.20 2.24 1.45 1.16 1.32 1.34 1.54 1.38 3,003

２月 2.21 1.21 2.35 1.46 1.13 1.37 1.36 1.53 1.41 2,892

３月 2.16 1.22 2.16 1.47 1.14 1.35 1.37 1.51 1.38 2,885

４月 2.19 1.23 2.07 1.48 1.15 1.34 1.35 1.53 1.38 2,777

 0.03  0.01 ▲ 0.09  0.01  0.01 ▲ 0.01 ▲ 0.02  0.02  0.00 ―　

― ― ― ― ― ― ― ― ― ▲20.2 ％

注） （Ｐ）はポイントである。 
雇用保険受給者実人員は、雇用保険基本手当基本分の受給者実人員である。  
季節調整値は、原数値から季節的な動き（季節要素）を取り除いた数値のことで、一暦年終了ごとに２月発行（１月分）で過去に遡って再調整を行っている。
＊の求人倍率は、原数値である。
季節調整法は、センサス局法Ⅱ（X-12-ARIMA）による。なお、令和3年12月以前の数値は新季節指数により改訂されている。

前　月　比(Ｐ)

前年同月比(Ｐ)

有  効 有  効 有  効 有  効新  規 有  効 新  規 有  効 有  効

全 国 山  形  県 青森県 岩手県  実 人 員宮城県 秋田県 福島県

雇  用  指  数

求人倍率［季節調整値］  雇用保険

（新規学卒を除きパートタイムを含む）  受 給 者
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年 月 令和4年 令和4年 令和3年 対 前 月 対 前 年 同 月

 項 目 ４月 ３月 ４月 増 減 率 ､ 差 増 減 率 ､ 差

1 (人) 9,447 9,638 8,318 －  13.6 %
(人) 9,442 8,787 8,176   7.5 % －

2 (人) 24,721 25,464 21,782 －  13.5 %
(人) 24,940 23,858 21,950   4.5 % －

3 (件) 5,807 4,762 5,907 － ▲ 1.7 %
(件) 4,571 4,068 4,421  12.4 % －

4 (人) 18,076 17,316 19,546 － ▲ 7.5 %
(人) 16,835 16,236 18,043   3.7 % －

5 (件) 4,538 5,476 5,348 － ▲ 15.1 %

6 (件) 1,778 2,423 1,880 － ▲ 5.4 %

7 (倍)  1.63  2.02  1.41 －  0.22 P
(倍) 2.07 2.16 1.85 ▲ 0.09 P －

8 (倍)  1.37  1.47  1.11 －  0.26 P
(倍) 1.48 1.47 1.22  0.01 P －

9 (人) 8,570 8,814 7,620 －  12.5 %

10 (人) 22,822 23,453 20,131 －  13.4 %

11 (件) 5,668 4,689 5,773 － ▲ 1.8 %

12 (人) 17,822 16,992 19,286 － ▲ 7.6 %

13 (件) 4,242 5,166 4,985 － ▲ 14.9 %

14 (件) 1,648 2,289 1,733 － ▲ 4.9 %

15 (倍)  1.51  1.88  1.32 －  0.19 P

16 (倍)  1.28  1.38  1.04 －  0.24 P

17 (人) 4,741 4,604 4,240 －  11.8 %

18 (％) 50.2 47.8 51.0 － ▲ 0.8 P

19 (人) 12,679 12,768 11,286 －  12.3 %

20 (件) 3,438 3,180 3,510 － ▲ 2.1 %

21 (人) 11,195 11,167 12,335 － ▲ 9.2 %

22 (件) 740 887 806 － ▲ 8.2 %

23 (倍)  1.13  1.14  0.91 －  0.22 P
※季節調整法はセンサス局法Ⅱ(X-12-ARIMA)による。なお、令和3年12月以前の数値は新季節指数により改訂されている。

※正社員の有効求人倍率は、正社員の月間有効求人数をパートタイムを除く常用の月間有効求職者数で除して算出しているが、パートタイムを除く常用の月間有効求職者数には、

派遣労働者や契約社員を希望する者も含まれているため、厳密な意味での正社員有効求人倍率よりも低い値となる。

対前年同月比の推移
年 月

 項 目

1  14.8 %  17.4 %   7.3 %   9.1 %  13.6 %

2  16.0 %  18.1 %  15.0 %  12.1 %  13.5 %

3   3.9 % ▲ 1.1 % ▲ 13.8 % ▲ 9.6 % ▲ 1.7 %

4 ▲ 7.4 % ▲ 6.4 % ▲ 9.5 % ▲ 9.6 % ▲ 7.5 %

7  0.22 P  0.35 P  0.43 P  0.34 P  0.22 P

8  0.29 P  0.31 P  0.32 P  0.28 P  0.26 P

9  15.0 %  17.8 %   7.7 %  10.9 %  12.5 %

10  17.0 %  18.4 %  14.9 %  12.6 %  13.4 %

11   4.0 % ▲ 1.2 % ▲ 13.5 % ▲ 9.8 % ▲ 1.8 %

12 ▲ 7.7 % ▲ 6.7 % ▲ 9.6 % ▲ 9.8 % ▲ 7.6 %

15  0.22 P  0.34 P  0.40 P  0.35 P  0.19 P

16  0.29 P  0.30 P  0.30 P  0.27 P  0.24 P

17  16.1 %  17.8 %  13.8 %   5.5 %  11.8 %

18   0.6 P   0.1 P   2.7 P ▲ 1.6 P ▲ 0.8 P

19  18.7 %  21.4 %  17.6 %  12.2 %  12.3 %

20 新規求職申込件数（パートタイムを除く常用）   1.8 %   1.1 % ▲ 13.3 % ▲ 9.2 % ▲ 2.1 %

21 月間有効求職者数（パートタイムを除く常用） ▲ 10.1 % ▲ 7.6 % ▲ 10.6 % ▲ 10.8 % ▲ 9.2 %

23  0.29 P  0.30 P  0.29 P  0.23 P  0.22 P

態様別新規求職状況（新規学卒を除きパートタイムを含む常用）
年月･区分 

 項 目 44歳以下 45歳以上 構成比率％ 44歳以下 45歳以上 計 構成比率

2,426 3,242 100.0 ▲ 1.1 % ▲ 2.3 % ▲ 1.8 % - 

856 548 24.8  14.1 %  19.1 %  16.0 %   3.8 P

1,289 2,513 67.1 ▲ 5.4 % ▲ 3.3 % ▲ 4.0 % ▲ 1.5 P

事業主都合 252 967 21.5 ▲ 23.6 % ▲ 15.0 % ▲ 17.0 % ▲ 3.9 P

自 己 都 合 1,011 1,101 37.3   0.2 %   8.6 %   4.4 %   2.3 P

281 181 8.2 ▲ 17.8 % ▲ 30.7 % ▲ 23.4 % ▲ 2.2 P

新規求人全数に占める構成比（ 17/1× 100）

※
う
ち
正
社
員

新 規 求 人 数

１ の 新 規 求 人 全 数 に 占 め る 構 成 比

月 間 有 効 求 人 数

※ 有 効 求 人 倍 率 (19/21)

新 規 求 人 数

月 間 有 効 求 人 数

新 規 求 職 申 込 件 数

職業紹介状況（新規学卒を除きパートタイムを含む）

※
う
ち
正
社
員

3年11月 3年12月 4年1月 4年2月

新 規 求 人 数

月 間 有 効 求 人 数

新 規 求 職 申 込 件 数 （パートタイムを除く常用）

月 間 有 効 求 職 者 数 （パートタイムを除く常用）

▲ 8.0 %

 0.20 P

 0.32 P

 16.8 %

有 効 求 人 倍 率

 25.4 %

  5.1 P

 19.7 %

▲ 0.6 %

就 職 件 数

4年3月 4年4月

2,112

462

 12.2 %

 18.8 %

  1.8 %

1,219

▲ 10.5 %

 0.29 P

 18.1 %

 0.29 P

  1.1 %

▲ 8.2 %

 0.26 P

計

5,668

1,404

3,802

前 年 同 月 増 減 率令和4年4月

有 効 求 人 倍 率 (10/12)

全

数

常

用

計

新 規 求 職 申 込 件 数

月 間 有 効 求 職 者 数

紹 介 件 数

就 職 件 数

有 効 求 人 倍 率 (2/4)

※ 季 節 調 整 値

月 間 有 効 求 人 数

紹 介 件 数

就 職 件 数

新 規 求 人 倍 率 (1/3)

※ 季 節 調 整 値

新 規 求 人 倍 率 (9/11)

新 規 求 人 数

月 間 有 効 求 人 数

新 規 求 職 申 込 件 数

月 間 有 効 求 職 者 数

新 規 求 人 数

※ 季 節 調 整 値

※ 季 節 調 整 値

※ 季 節 調 整 値

※ 季 節 調 整 値

常

用

計

全

数

無 業 者 等

新 規 求 職 申 込 件 数

月 間 有 効 求 職 者 数

新 規 求 人 倍 率

有 効 求 人 倍 率

月 間 有 効 求 職 者 数

新 規 求 人 倍 率

有 効 求 人 倍 率

新 規 求 人 数

月 間 有 効 求 人 数

在 職 者

離 職 者

新 規 求 職 者
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項　目

産業・規模別 令和4年4月 令和3年4月 増減率 令和4年4月 令和3年4月 増減率

1 農，林，漁　業　 188 212 ▲ 11.3 98 125 ▲ 21.6

2 鉱業，採石業，砂利採取業 13 9   44.4 13 9   44.4 

3 建　設　業 1,054 1,083 ▲ 2.7 1,049 1,068 ▲ 1.8

4 製　造　業 1,712 1,345   27.3 1,640 1,278   28.3 

食料品，飲料・たばこ・飼料製造業 359 272   32.0 331 253   30.8 

繊維工業 107 113 ▲ 5.3 107 113 ▲ 5.3

木材・家具関係 47 37 27.0 47 36 30.6

紙・印刷関係 39 27 44.4 39 27 44.4

化学・プラスチック関係 174 109 59.6 160 101 58.4

窯業・土石製品製造業 61 38 60.5 61 37 64.9

鉄鋼・非鉄金属製造業 29 35 ▲ 17.1 29 35 ▲ 17.1

金属製品製造業 135 90 50.0 135 89 51.7

はん用機械器具製造業 107 100 7.0 107 100 7.0

生産用機械器具製造業 158 112 41.1 156 110 41.8

業務用機械器具製造業 35 22 59.1 33 21 57.1

電子部品･デバイス･電子回路製造業 139 96 44.8 137 88 55.7

電気機械器具製造業 112 104 7.7 111 98 13.3

情報通信機械器具製造業 89 55 61.8 74 40 85.0

輸送用機械器具製造業 74 102 ▲ 27.5 74 97 ▲ 23.7

その他の製造業 47 33 42.4 39 33 18.2

5 電気・ガス・熱供給・水道業 21 24 ▲ 12.5 20 18   11.1 

6 情報通信業 88 78   12.8 84 71   18.3 

7 運輸業，郵便業 336 395 ▲ 14.9 323 374 ▲ 13.6

8 卸売業，小売業 1,177 1,052   11.9 1,141 981   16.3 

9 金融，保険業、不動産，物品賃貸業 177 122   45.1 176 119   47.9 

10 学術研究，専門・技術サービス業 222 139   59.7 197 139   41.7 

11 宿泊業，飲食サービス業 523 347   50.7 510 341   49.6 

12 生活関連サービス業，娯楽業 293 261   12.3 281 242   16.1 

13 教育，学習支援業 145 138    5.1 138 132    4.5 

14 医療，福祉 1,754 1,715    2.3 1,734 1,682    3.1 

15 複合サービス事業 127 159 ▲ 20.1 111 123 ▲ 9.8

16 サービス業 1,420 1,032   37.6 891 744   19.8 

職業紹介・労働者派遣業 727 464   56.7 219 179   22.3 

その他の事業サービス業 445 351   26.8 431 350   23.1 

17 公務・その他 197 207 ▲ 4.8 164 174 ▲ 5.7

9,447 8,318   13.6 8,570 7,620   12.5 

5,796 4,908   18.1 5,190 4,393   18.1 

2,240 2,077    7.8 2,129 1,991    6.9 

966 909    6.3 842 831    1.3 

276 225   22.7 267 224   19.2 

125 129 ▲ 3.1 107 118 ▲ 9.3

44 70 ▲ 37.1 35 63 ▲ 44.4

主要産業における対前年同月比の推移

令和3年11月 令和3年12月 令和4年1月 令和4年2月 令和4年3月 令和4年4月

  12.2   14.8   17.4    7.3    9.1   13.6 

3    7.5    6.6    5.2 ▲ 4.9 ▲ 5.5 ▲ 2.7

4   72.2   52.0   62.7 37.2 14.8 27.3

7   35.0   19.1 ▲ 5.2 24.5 25.3 ▲ 14.9

8 ▲ 1.5   21.2 7.2 ▲ 4.5 6.4 11.9

11 4.8   14.5 9.3 14.1 19.3 50.7

14 4.8 ▲ 2.9 3.0 ▲ 2.0 11.6 2.3

16 5.0 23.0 22.7 1.4 8.0 37.6

  16.8   15.0   17.8    7.7   10.9   12.5 

3    7.9    6.9    6.1 ▲ 4.3 ▲ 5.1 ▲ 1.8

4   83.0   56.1   65.7 35.1 13.9 28.3

7   41.4   17.8 ▲ 2.0 20.8 27.4 ▲ 13.6

8    1.9   21.2 8.4 ▲ 3.7 8.0 16.3

11    7.7   15.9 7.9 16.8 18.6 49.6

14    3.5 ▲ 1.7 2.6 1.4 14.8 3.1

16    3.1 11.3 22.8 1.6 10.1 19.8

医療，福祉

常

用

産　業　計

建　設　業

製　造　業

運輸業，郵便業

サービス業

常　　用

産業別・事業所規模別・新規求人数（新規学卒を除きパートタイムを含む）

２９人以下

３０～９９人

卸売業，小売業

一

般

産　業　計

建　設　業

製　造　業

運輸業，郵便業

医療，福祉

５００～９９９人

１，０００人以上

事
業
所
規
模

合　　計

宿泊業，飲食サービス業

一　　般

サービス業

１００～２９９人

３００～４９９人

宿泊業，飲食サービス業

卸売業，小売業
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対前年同月（年度/期）比　単位：％ 山形労働局職業安定部

求人ウェイト

平成31年度 10,000.0 1,130.2 1,417.4   371.9   136.0    80.3   119.7    88.5    99.0    49.9    75.7   409.8 1,503.2   154.4   651.3 1,903.2   651.4 1,233.2 1,108.2 - 

令和2年 度 10,000.0 1,401.7 1,330.8   359.1   126.5    93.1    88.8    87.5    87.2    43.8    52.1   380.0 1,449.9   147.5   549.9 2,034.6   693.0 1,327.5 1,086.0 - 

令和3年 度 10,000.0 1,290.7 1,770.0   404.0   118.5   137.9   134.9   120.2   132.1    66.6   101.7   395.1 1,300.0   149.6   516.7 1,823.5   647.8 1,160.4 1,367.7 - 

令和4年 度 10,000.0 1,115.7 1,812.2   380.0   113.3   142.9   167.2   147.1   118.6    94.2    78.3   355.7 1,245.9   187.4   553.6 1,856.7   643.6 1,206.7 1,503.1 - 

平成31年度 ▲ 7.9   0.2 ▲ 21.1 ▲ 1.8 ▲ 20.9 ▲ 31.9 ▲ 28.5 ▲ 20.1 ▲ 31.2 ▲ 37.1 ▲ 20.9 ▲ 9.5 ▲ 11.4 ▲ 7.2 ▲ 14.0   4.5   8.8   2.2 ▲ 11.7 ▲ 14.9

令和2年 度 ▲ 21.3 ▲ 2.4 ▲ 26.1 ▲ 24.0 ▲ 26.8 ▲ 8.8 ▲ 41.6 ▲ 22.1 ▲ 30.7 ▲ 31.0 ▲ 45.8 ▲ 27.0 ▲ 24.1 ▲ 24.8 ▲ 33.6 ▲ 15.9 ▲ 16.3 ▲ 15.3 ▲ 22.9 ▲ 28.0

令和3年 度 15.0 5.9 52.9 29.4 7.7 70.4 74.7 57.8 74.2 74.8 124.4 19.5 3.1 16.6 8.0 3.0 7.5 0.5 44.8 86.9

平成31年 ４月 ▲ 7.1  12.1 ▲ 16.9 ▲ 17.6 ▲ 9.3 ▲ 60.8 ▲ 18.1 ▲ 33.1 ▲ 13.0   1.8  26.8 ▲ 9.9 ▲ 4.2 ▲ 18.5 ▲ 15.0 ▲ 1.3   3.2 ▲ 2.6 ▲ 7.1 ▲ 5.0

令和1年 ５月 ▲ 7.5 ▲ 1.5 ▲ 27.6 0.6 ▲ 22.9 ▲ 9.8 ▲ 30.6 ▲ 60.2 ▲ 7.2 ▲ 57.0 ▲ 21.5 ▲ 5.9 ▲ 16.7 17.7 12.3 2.2   3.3 ▲ 0.5 ▲ 15.5 ▲ 26.2

６月 ▲ 5.2 6.2 ▲ 20.5 4.2 ▲ 19.7 ▲ 29.3 ▲ 30.4 ▲ 33.0 ▲ 41.2 ▲ 30.8 10.3 15.0 ▲ 9.7 9.5 ▲ 11.0 8.5 ▲ 3.8 15.4 ▲ 17.8 ▲ 33.9

７月 ▲ 7.0 14.6 ▲ 15.2 ▲ 8.2 ▲ 23.0 ▲ 36.1 ▲ 37.2 43.8 ▲ 25.9 ▲ 26.0 23.2 ▲ 9.9 ▲ 8.9 ▲ 31.8 ▲ 6.3 7.5 20.0 1.9 ▲ 17.0 ▲ 17.0

８月 ▲ 8.6 ▲ 11.8 ▲ 26.1 4.2 ▲ 11.5 ▲ 36.1 37.5 ▲ 65.9 ▲ 31.7 ▲ 53.9 ▲ 56.7 ▲ 18.1 ▲ 0.2 7.1 ▲ 1.8 ▲ 4.4 ▲ 6.9 ▲ 5.2 ▲ 18.0 ▲ 30.6

９月 ▲ 0.4 11.4 ▲ 21.3 3.3 ▲ 35.0 ▲ 19.4 ▲ 28.3 ▲ 16.7 ▲ 37.1 ▲ 31.6 ▲ 18.0 4.8 ▲ 11.9 11.7 ▲ 22.0 26.5 14.0 32.5 ▲ 3.7 ▲ 19.5

１０月 ▲ 8.0 1.9 ▲ 12.0 16.6 ▲ 22.3 ▲ 39.1 ▲ 45.0 64.0 ▲ 43.5 ▲ 42.7 ▲ 37.2 ▲ 18.2 ▲ 18.3 ▲ 10.3 ▲ 11.4 ▲ 4.0 ▲ 1.5 ▲ 5.2 0.2 34.4

１１月 ▲ 7.4 ▲ 14.8 ▲ 29.2 8.3 ▲ 10.2 ▲ 22.8 ▲ 6.3 ▲ 48.2 ▲ 41.2 ▲ 44.1 ▲ 40.5 ▲ 21.0 6.5 ▲ 4.2 2.3 2.3 3.6 ▲ 0.2 ▲ 14.7 ▲ 25.2

１２月 ▲ 4.0 11.9 ▲ 21.4 0.3 ▲ 34.1 ▲ 20.2 ▲ 13.2 ▲ 20.7 ▲ 40.4 ▲ 5.1 ▲ 39.2 4.8 ▲ 15.5 0.5 ▲ 15.8 13.6 17.3 12.4 12.5 15.6

令和2年 １月 ▲ 18.3 ▲ 12.8 ▲ 19.1 9.2 ▲ 24.6 ▲ 16.5 ▲ 71.6 48.5 ▲ 27.4 ▲ 15.3 ▲ 45.7 ▲ 17.8 ▲ 28.5 ▲ 40.2 ▲ 20.5 ▲ 9.2 ▲ 17.8 ▲ 4.8 ▲ 31.6 ▲ 42.7

２月 ▲ 7.4 ▲ 16.3 ▲ 28.4 ▲ 23.3 6.8 ▲ 30.4 ▲ 40.9 ▲ 38.7 ▲ 53.8 ▲ 80.3 3.7 ▲ 21.4 ▲ 2.4 ▲ 2.9 ▲ 30.1 20.7 59.9 ▲ 0.8 ▲ 21.6 ▲ 30.2

３月 ▲ 13.3 ▲ 4.2 ▲ 18.2 ▲ 14.9 ▲ 35.6 ▲ 45.7 ▲ 15.5 ▲ 31.4 2.9 ▲ 25.5 ▲ 19.4 ▲ 11.5 ▲ 23.0 ▲ 19.7 ▲ 43.0 ▲ 1.1 10.8 ▲ 6.7 ▲ 1.8 19.6

４月 ▲ 33.4 ▲ 18.0 ▲ 43.4 ▲ 39.3 ▲ 35.8  48.2 ▲ 74.7  14.1 ▲ 38.3 ▲ 60.7 ▲ 80.0 ▲ 44.4 ▲ 39.4 ▲ 45.5 ▲ 51.6 ▲ 24.5 ▲ 28.0 ▲ 22.8 ▲ 42.7 ▲ 62.5

５月 ▲ 32.5 ▲ 13.4 ▲ 45.3 ▲ 41.7 ▲ 30.4 ▲ 64.1 ▲ 57.8 ▲ 55.1 ▲ 63.8 ▲ 71.2 ▲ 51.6 ▲ 29.0 ▲ 21.4 ▲ 12.8 ▲ 57.0 ▲ 17.6 ▲ 9.0 ▲ 21.2 ▲ 40.7 ▲ 45.5

６月 ▲ 19.0 ▲ 5.2 ▲ 33.9 ▲ 30.6 ▲ 30.8 ▲ 36.6 ▲ 28.2 ▲ 49.2 ▲ 42.5 ▲ 53.3 ▲ 84.9 ▲ 30.4 ▲ 25.8 ▲ 38.8 ▲ 34.1 ▲ 3.4 ▲ 3.0 ▲ 4.0 ▲ 34.3 ▲ 66.2

７月 ▲ 32.7 ▲ 11.4 ▲ 40.8 ▲ 28.4 ▲ 5.3 ▲ 30.8 ▲ 65.7 ▲ 29.6 ▲ 53.5 ▲ 55.6 ▲ 79.2 ▲ 31.3 ▲ 38.8 ▲ 17.8 ▲ 47.0 ▲ 25.5 ▲ 27.6 ▲ 24.9 ▲ 49.4 ▲ 73.5

８月 ▲ 25.8 ▲ 2.4 ▲ 38.0 ▲ 19.5 ▲ 35.6 ▲ 48.7 ▲ 77.9 ▲ 12.8 ▲ 52.6 ▲ 61.7 ▲ 57.1 ▲ 36.1 ▲ 13.4 ▲ 38.5 ▲ 50.0 ▲ 20.8 ▲ 21.9 ▲ 18.8 ▲ 35.3 ▲ 45.1

９月 ▲ 23.1 ▲ 3.2 ▲ 30.6 ▲ 38.2 ▲ 21.0 ▲ 20.5 ▲ 33.0 ▲ 37.5 ▲ 10.0 ▲ 48.1 ▲ 57.1 ▲ 34.0 ▲ 32.4 ▲ 36.8 ▲ 18.4 ▲ 8.4 ▲ 3.2 ▲ 10.5 ▲ 29.7 ▲ 40.7

１０月 ▲ 26.3 ▲ 8.8 ▲ 28.1 ▲ 27.2 ▲ 39.7 ▲ 9.0 ▲ 21.7 ▲ 29.8 ▲ 36.5 ▲ 12.8 ▲ 25.4 ▲ 31.2 ▲ 33.2 ▲ 23.6 ▲ 29.0 ▲ 7.6 0.7 ▲ 10.5 ▲ 50.6 ▲ 69.0

１１月 ▲ 12.9 12.9 ▲ 11.3 24.6 ▲ 37.1 ▲ 34.6 ▲ 60.6 ▲ 20.3 ▲ 28.7 21.1 11.4 ▲ 25.2 ▲ 10.1 ▲ 9.6 ▲ 31.1 ▲ 19.4 ▲ 15.3 ▲ 20.6 ▲ 0.7 12.4

１２月 ▲ 24.6 ▲ 5.1 ▲ 32.0 ▲ 35.0 ▲ 24.5 ▲ 33.3 ▲ 46.6 ▲ 54.2 ▲ 18.8 ▲ 28.6 ▲ 63.0 ▲ 27.6 ▲ 28.8 ▲ 33.7 ▲ 20.9 ▲ 24.6 ▲ 22.6 ▲ 25.8 ▲ 15.6 ▲ 7.8

令和3年 １月 ▲ 5.6 2.5 ▲ 7.7 ▲ 13.6 ▲ 1.9 14.5 71.9 ▲ 41.2 ▲ 17.1 ▲ 9.8 4.0 0.9 ▲ 18.4 62.0 ▲ 26.1 5.9 26.3 ▲ 2.9 22.3 75.3

２月 ▲ 14.5 25.5 15.1 1.0 ▲ 19.1 66.3 16.9 134.2 23.0 23.1 1.8 ▲ 19.4 ▲ 17.2 ▲ 22.4 ▲ 31.1 ▲ 30.5 ▲ 46.0 ▲ 15.2 13.5 42.5

３月 0.6 11.9 3.6 ▲ 8.7 ▲ 31.0 109.8 4.1 18.6 0.9 53.7 6.7 ▲ 5.3 ▲ 2.5 ▲ 23.8 25.4 ▲ 10.8 ▲ 14.2 ▲ 8.6 13.9 34.1

４月  21.5  11.9  50.4  21.4  28.4   8.4 133.3 ▲ 15.0  79.3 150.0 466.7  65.3   8.0  54.4   6.1  29.4  63.2  15.2  66.7 184.7 

５月  17.9  24.6  66.6  14.2   1.1 239.4  69.8 245.5  74.5 220.0  83.3 ▲ 6.1 ▲ 9.8 ▲ 15.5   1.3 ▲ 10.5 ▲ 26.0 ▲ 0.9  98.7 254.9 

６月   9.3   8.9  50.8  29.7 ▲ 38.4 125.0  67.6 121.9 104.3  90.5 584.6 13.5 ▲ 0.5 9.2 ▲ 0.2 ▲ 13.5 ▲ 3.7 ▲ 17.9  85.2 343.3 

７月  23.8   3.3  65.6  12.5 ▲ 9.3 125.9 148.9 ▲ 4.9 190.0 129.2 404.8 27.1 ▲ 5.0 43.3 ▲ 2.4 28.3 42.8 22.0 117.8 404.8 

８月  17.1  11.2  86.4  41.9 ▲ 1.1 165.0 164.7 151.2 100.0 100.0 277.8 9.2 ▲ 5.9 21.7 18.5 3.1 6.8 0.2  61.9 137.2 

９月  16.8   7.5  65.9  37.0 ▲ 3.2  97.0  72.6 118.0 132.1  17.9 102.2 13.3 23.0 18.1 10.2 ▲ 18.1 ▲ 24.2 ▲ 15.6  68.9 176.5 

１０月  15.8   1.4  37.2  21.6 9.8 122.5  34.4 ▲ 21.2  65.6 141.5 101.9 24.0 7.8 5.3 0.0 9.5 22.9 3.0  83.7 146.3 

１１月  12.2   7.5  72.2  23.6 24.1 105.9 165.9 242.6  32.3  32.6  22.4 35.0 ▲ 1.5 16.3 4.8 4.8 ▲ 4.3 9.6   5.0  15.9 

１２月  14.8   6.6  52.0  16.4 30.1 106.0 123.8 115.9  75.6  30.0 214.8 19.1 21.2 15.6 14.5 ▲ 2.9 4.3 ▲ 6.6  23.0  30.1 

令和4年 １月  17.4   5.2  62.7  58.5 24.8  71.3  42.9 60.0  75.0 101.8 150.0 ▲ 5.2 7.2 22.7 9.3 3.0 4.8 3.3  22.7  19.9 

２月   7.3 ▲ 4.9  37.2  86.4 ▲ 14.0 ▲ 12.0  44.7 16.9  44.0  93.8  40.4 24.5 ▲ 4.5 ▲ 1.9 14.1 ▲ 2.0 6.7 ▲ 8.4   1.4 ▲ 5.5

３月   9.1 ▲ 5.5  14.8   2.2 62.5 ▲ 6.5  12.7 62.9  10.1 ▲ 6.3 ▲ 17.5 25.3 6.4 25.9 19.3 11.6 13.5 9.0   8.0 9.7

４月  13.6 ▲ 2.7  27.3  32.0 ▲ 5.3  50.0  41.1  44.8   7.7  61.8 ▲ 27.5 ▲ 14.9  11.9  45.1  50.7   2.3 ▲ 6.6   7.3  37.6  56.7 

４月～４月計  13.6 ▲ 2.7  27.3  32.0 ▲ 5.3  50.0  41.1  44.8   7.7  61.8 ▲ 27.5 ▲ 14.9  11.9  45.1  50.7   2.3 ▲ 6.6   7.3  37.6  56.7 

注） 求人ウェイトは、当該年度における新規求人数の累計を10,000として各産業別新規求人数を指数化

主要産業別新規求人の動向（新規学卒を除きパートタイムを含む）　〈令和4年4月分〉

項　目

全産業 建設業 製造業

金融,保険
業、

不動産,
物品賃貸業

宿泊業,
飲食

サービス業
医療・福祉 サービス業

食料品等 繊維関係 金属製品
生産用

機械器具
電子部品 医療業

職業紹介・
労働者派遣業

社会保険福祉
介護事業

電気機械 情報通信 輸送機械
運輸業,
郵便業

卸・小売

5



時 系 列 令和4年４月分

項  目

年 月 常用計 常用計 常用計 常用計 常用計 常用計 常用計 常用計 常用計 常用計 常用計

平成29年度平均 4,850 4,709 17,192 16,894 10,077 8,871 27,303 24,290 6,220 5,737 2,133 1,915 2,072 1,871 2.08 1.88 1.59 1.44 43.98 40.66 20.57 21.09

平成30年度平均 4,741 4,618 17,088 16,830 10,219 9,140 28,023 25,253 5,894 5,462 2,065 1,866 2,009 1,825 2.16 1.98 1.64 1.50 43.56 40.41 19.66 19.96

平成31年度平均 4,709 4,585 17,587 17,322 9,411 8,624 25,822 23,898 5,797 5,413 1,979 1,803 1,916 1,756 2.00 1.88 1.47 1.38 42.03 39.32 20.36 20.37

令和2年 度平均 4,317 4,216 18,039 17,756 7,406 6,768 19,965 18,504 5,104 4,692 1,625 1,450 1,582 1,422 1.72 1.61 1.11 1.04 37.65 34.39 21.36 21.01

令和3年 度平均 4,148 4,049 17,165 16,894 8,515 7,675 23,127 21,095 4,453 4,104 1,604 1,438 1,565 1,412 2.05 1.90 1.35 1.25 38.66 35.51 18.38 18.40

令和2年 ４月 5,525 5,338 18,435 18,162 6,844 6,261 21,088 19,685 4,990 4,690 1,637 1,539 1,591 1,507 1.24 1.17 1.14 1.08 29.63 28.83 23.25 24.07

５月 3,964 3,856 18,000 17,666 6,238 5,783 18,461 17,221 4,197 3,858 1,379 1,223 1,325 1,188 1.57 1.50 1.03 0.97 34.79 31.72 21.24 20.54

６月 4,440 4,386 17,803 17,431 7,581 7,130 18,465 17,305 5,200 4,879 1,642 1,479 1,565 1,419 1.71 1.63 1.04 0.99 36.98 33.72 20.64 19.90

７月 4,237 4,208 17,687 17,485 6,710 6,210 18,422 17,317 5,099 4,740 1,598 1,436 1,551 1,404 1.58 1.48 1.04 0.99 37.72 34.13 23.11 22.61

８月 3,698 3,674 17,683 17,556 6,836 6,402 18,739 17,689 4,628 4,310 1,376 1,240 1,339 1,212 1.85 1.74 1.06 1.01 37.21 33.75 19.59 18.93

９月 4,254 4,198 18,239 18,107 7,672 7,125 19,462 18,311 5,348 4,998 1,640 1,482 1,602 1,459 1.80 1.70 1.07 1.01 38.55 35.30 20.88 20.48

１０月 4,409 4,333 18,610 18,454 7,689 7,084 20,219 18,948 5,278 4,795 1,667 1,471 1,607 1,438 1.74 1.63 1.09 1.03 37.81 33.95 20.90 20.30

１１月 3,759 3,696 18,382 18,202 7,336 6,276 20,197 18,329 4,532 3,970 1,532 1,336 1,492 1,307 1.95 1.70 1.10 1.01 40.76 36.15 20.34 20.83

１２月 3,329 3,043 17,342 16,936 7,061 6,342 20,105 18,144 3,997 3,453 1,497 1,246 1,474 1,227 2.12 2.08 1.16 1.07 44.97 40.95 20.88 19.35

令和3年 １月 4,348 4,152 17,128 16,718 8,104 7,339 20,407 18,678 4,515 4,078 1,230 992 1,213 986 1.86 1.77 1.19 1.12 28.29 23.89 14.97 13.44

２月 4,574 4,511 17,988 17,520 7,967 7,316 21,295 19,591 6,228 5,779 1,600 1,453 1,549 1,412 1.74 1.62 1.18 1.12 34.98 32.21 19.44 19.30

３月 5,268 5,201 19,165 18,829 8,833 7,946 22,716 20,825 7,231 6,750 2,707 2,504 2,677 2,503 1.68 1.53 1.19 1.11 51.39 48.14 30.31 31.50

４月 5,907 5,773 19,546 19,286 8,318 7,620 21,782 20,131 5,348 4,985 1,880 1,733 1,831 1,698 1.41 1.32 1.11 1.04 31.83 30.02 22.01 22.28

５月 4,009 3,868 18,709 18,417 7,352 6,408 21,440 19,479 4,405 4,030 1,577 1,428 1,548 1,402 1.83 1.66 1.15 1.06 39.34 36.92 21.06 21.88

６月 3,945 3,897 18,039 17,728 8,288 7,368 21,575 19,550 4,701 4,311 1,790 1,556 1,762 1,534 2.10 1.89 1.20 1.10 45.37 39.93 21.26 20.82

７月 3,658 3,620 16,747 16,543 8,310 7,504 21,635 19,656 4,048 3,763 1,481 1,338 1,436 1,299 2.27 2.07 1.29 1.19 40.49 36.96 17.28 17.31

８月 3,695 3,670 16,546 16,427 8,006 7,235 22,322 20,364 3,942 3,663 1,342 1,214 1,289 1,180 2.17 1.97 1.35 1.24 36.32 33.08 16.10 16.31

９月 4,066 4,017 16,754 16,626 8,963 7,880 23,542 21,325 4,572 4,260 1,628 1,431 1,595 1,418 2.20 1.96 1.41 1.28 40.04 35.62 17.80 17.99

１０月 4,209 4,154 17,053 16,914 8,902 8,116 23,862 21,693 4,607 4,261 1,560 1,401 1,536 1,387 2.11 1.95 1.40 1.28 37.06 33.73 17.25 17.09

１１月 3,827 3,736 16,908 16,711 8,229 7,330 23,995 21,646 4,284 3,747 1,519 1,365 1,497 1,359 2.15 1.96 1.42 1.30 39.69 36.54 18.19 18.54

１２月 3,459 3,165 16,052 15,640 8,107 7,292 23,327 21,223 3,237 2,863 1,447 1,203 1,401 1,173 2.34 2.30 1.45 1.36 41.83 38.01 17.28 16.09

令和4年 １月 4,301 4,104 16,027 15,602 9,516 8,649 24,099 22,116 3,968 3,622 1,159 1,007 1,135 991 2.21 2.11 1.50 1.42 26.95 24.54 11.93 11.46

２月 3,942 3,900 16,283 15,844 8,547 7,880 24,480 22,501 4,850 4,576 1,437 1,290 1,409 1,284 2.17 2.02 1.50 1.42 36.45 33.08 16.49 16.29

３月 4,762 4,689 17,316 16,992 9,638 8,814 25,464 23,453 5,476 5,166 2,423 2,289 2,341 2,222 2.02 1.88 1.47 1.38 50.88 48.82 24.29 25.21

４月 5,807 5,668 18,076 17,822 9,447 8,570 24,721 22,822 4,538 4,242 1,778 1,648 1,750 1,630 1.63 1.51 1.37 1.28 30.62 29.08 18.52 19.02

前年同月増減率

令和3年 ４月  6.91  8.15  6.03  6.19 21.54 21.71  3.29  2.27  7.17  6.29 14.84 12.61 15.08 12.67    0.17    0.15 ▲ 0.03 ▲ 0.04    2.20    1.19 ▲ 1.24 ▲ 1.79

５月  1.14  0.31  3.94  4.25 17.86 10.81 16.14 13.11  4.96  4.46 14.36 16.76 16.83 18.01    0.26    0.16 0.12 0.09    4.55    5.20 ▲ 0.18 1.34

６月 ▲11.15 ▲11.15  1.33  1.70  9.33  3.34 16.84 12.97 ▲ 9.60 ▲11.64  9.01  5.21 12.59  8.10    0.39    0.26 0.16 0.11    8.39    6.21 0.62 0.92

７月 ▲13.67 ▲13.97 ▲ 5.31 ▲ 5.39 23.85 20.84 17.44 13.51 ▲20.61 ▲20.61 ▲ 7.32 ▲ 6.82 ▲ 7.41 ▲ 7.48    0.69    0.59 0.25 0.20    2.77    2.83 ▲ 5.83 ▲ 5.30

８月 ▲ 0.08 ▲ 0.11 ▲ 6.43 ▲ 6.43 17.12 13.01 19.12 15.12 ▲14.82 ▲15.01 ▲ 2.47 ▲ 2.10 ▲ 3.73 ▲ 2.64    0.32    0.23 0.29 0.23 ▲ 0.89 ▲ 0.67 ▲ 3.49 ▲ 2.62

９月 ▲ 4.42 ▲ 4.31 ▲ 8.14 ▲ 8.18 16.83 10.60 20.96 16.46 ▲14.51 ▲14.77 ▲ 0.73 ▲ 3.44 ▲ 0.44 ▲ 2.81    0.40    0.26 0.34 0.27 1.49 0.32 ▲ 3.08 ▲ 2.49

１０月 ▲ 4.54 ▲ 4.13 ▲ 8.37 ▲ 8.35 15.78 14.57 18.02 14.49 ▲12.71 ▲11.14 ▲ 6.42 ▲ 4.76 ▲ 4.42 ▲ 3.55    0.37    0.32 0.31 0.25 ▲ 0.75 ▲ 0.22 ▲ 3.65 ▲ 3.21

１１月 1.81 1.08 ▲ 8.02 ▲ 8.19 12.17 16.79 18.80 18.10 ▲ 5.47 ▲ 5.62 ▲ 0.85 2.17 0.34 3.98    0.20    0.26 0.32 0.29 ▲ 1.07 0.39 ▲ 2.15 ▲ 2.29

１２月 3.91 4.01 ▲ 7.44 ▲ 7.65 14.81 14.98 16.03 16.97 ▲19.01 ▲17.09 ▲ 3.34 ▲ 3.45 ▲ 4.95 ▲ 4.40    0.22    0.22 0.29 0.29 ▲ 3.14 ▲ 2.94 ▲ 3.60 ▲ 3.26

令和4年 １月 ▲ 1.08 ▲ 1.16 ▲ 6.43 ▲ 6.68 17.42 17.85 18.09 18.41 ▲12.12 ▲11.18 ▲ 5.77 1.51 ▲ 6.43 0.51    0.35    0.34 0.31 0.30 ▲ 1.34 0.65 ▲ 3.04 ▲ 1.98

２月 ▲13.82 ▲13.54 ▲ 9.48 ▲ 9.57  7.28  7.71 14.96 14.85 ▲22.13 ▲20.82 ▲10.19 ▲11.22 ▲ 9.04 ▲ 9.07    0.43    0.40 0.32 0.30 1.47 0.87 ▲ 2.95 ▲ 3.01

３月 ▲ 9.61 ▲ 9.84 ▲ 9.65 ▲ 9.76  9.11 10.92 12.10 12.62 ▲24.27 ▲23.47 ▲10.49 ▲ 8.59 ▲12.55 ▲11.23    0.34    0.35 0.28 0.27 ▲ 0.51 0.68 ▲ 6.02 ▲ 6.29

４月 ▲ 1.69 ▲ 1.82 ▲ 7.52 ▲ 7.59 13.57 12.47 13.49 13.37 ▲15.15 ▲14.90 ▲ 5.43 ▲ 4.90 ▲ 4.42 ▲ 4.00    0.22    0.19    0.26    0.24 ▲ 1.21 ▲ 0.94 ▲ 3.49 ▲ 3.26

注） 常用計とは、一般の常用と常用的パートタイムとの合計。

一般職業紹介状況（新規学卒を除きパートタイムを含む）

新規求職申込件数 月間有効求職者数 紹 介 件 数 就 職 件 数新 規 求 人 数 月間有効求人数 充　足　数 新規求人倍率 有効求人倍率 就　職　率　% 充　足　率　%
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令和４年４月分 山形労働局

安定所

年 月 一般 常用 一般 常用 一般 常用 一般 常用 一般 常用 一般 常用 一般 常用 一般 常用 一般 常用

平成29年 度 1.59 1.44 1.54 1.38 1.34 1.20 1.82 1.66 1.99 1.89 1.32 1.31 1.56 1.49 1.87 1.54 1.20 1.10

平成30年 度 1.64 1.50 1.63 1.48 1.38 1.26 1.83 1.67 2.02 1.94 1.31 1.29 1.82 1.72 1.85 1.50 1.25 1.15

平成31年 度 1.47 1.38 1.58 1.48 1.16 1.09 1.66 1.56 1.61 1.54 1.17 1.17 1.43 1.40 1.53 1.29 1.14 1.10

令和2年 度 1.11 1.04 1.13 1.06 0.86 0.83 1.35 1.27 1.37 1.29 1.05 1.05 1.13 1.11 1.00 0.88 0.77 0.75

令和3年 度 1.35 1.25 1.30 1.20 1.18 1.14 1.64 1.51 1.68 1.57 1.10 1.10 1.42 1.41 1.41 1.15 1.02 0.96

令和2年 ４月 1.14 1.08 1.21 1.14 0.81 0.77 1.39 1.34 1.37 1.34 1.00 1.04 1.16 1.15 1.10 0.89 0.78 0.73

５月 1.03 0.97 1.10 1.04 0.76 0.72 1.11 1.07 1.22 1.18 0.98 1.06 1.05 1.04 0.97 0.84 0.73 0.68

６月 1.04 0.99 1.16 1.10 0.71 0.68 1.11 1.08 1.29 1.20 1.00 1.08 0.98 0.97 0.85 0.77 0.80 0.78

７月 1.04 0.99 1.11 1.06 0.74 0.71 1.21 1.14 1.33 1.19 1.06 1.09 1.05 1.02 0.82 0.75 0.80 0.79

８月 1.06 1.01 1.12 1.07 0.75 0.73 1.25 1.19 1.36 1.23 1.15 1.10 1.03 1.01 0.83 0.78 0.76 0.74

９月 1.07 1.01 1.09 1.03 0.82 0.80 1.30 1.24 1.36 1.26 1.16 1.10 1.09 1.06 0.84 0.78 0.74 0.71

１０月 1.09 1.03 1.10 1.03 0.84 0.82 1.32 1.26 1.40 1.31 1.08 1.01 1.13 1.11 0.91 0.84 0.75 0.74

１１月 1.10 1.01 1.10 0.99 0.90 0.84 1.38 1.30 1.40 1.29 1.03 0.96 1.15 1.09 1.01 0.87 0.68 0.65

１２月 1.16 1.07 1.17 1.05 0.92 0.87 1.49 1.40 1.41 1.34 1.03 1.01 1.21 1.20 1.13 0.98 0.74 0.72

令和3年 １月 1.19 1.12 1.16 1.09 1.01 0.95 1.53 1.42 1.48 1.39 1.07 1.10 1.22 1.19 1.21 1.06 0.77 0.77

２月 1.18 1.12 1.13 1.05 1.07 1.03 1.58 1.46 1.44 1.38 1.01 1.03 1.21 1.22 1.19 1.04 0.81 0.81

３月 1.19 1.11 1.12 1.03 1.05 1.01 1.57 1.42 1.43 1.38 1.08 1.06 1.28 1.27 1.17 0.98 0.85 0.83

４月 1.11 1.04 1.05 0.98 0.97 0.94 1.46 1.36 1.32 1.26 0.93 0.94 1.22 1.19 1.21 0.99 0.78 0.75

５月 1.15 1.06 1.05 0.98 0.98 0.94 1.43 1.33 1.40 1.32 0.98 1.02 1.20 1.15 1.41 1.04 0.88 0.82

６月 1.20 1.10 1.11 1.04 1.04 1.00 1.44 1.34 1.57 1.38 1.02 1.07 1.21 1.16 1.32 1.04 0.94 0.87

７月 1.29 1.19 1.22 1.13 1.07 1.01 1.56 1.44 1.76 1.54 1.09 1.11 1.35 1.33 1.39 1.15 0.95 0.90

８月 1.35 1.24 1.30 1.20 1.13 1.08 1.64 1.51 1.78 1.58 1.23 1.18 1.39 1.37 1.40 1.14 0.91 0.86

９月 1.41 1.28 1.33 1.22 1.22 1.16 1.81 1.65 1.78 1.62 1.29 1.20 1.40 1.37 1.42 1.12 1.00 0.93

１０月 1.40 1.28 1.34 1.23 1.21 1.16 1.69 1.56 1.70 1.58 1.24 1.15 1.43 1.40 1.52 1.21 1.06 0.99

１１月 1.42 1.30 1.40 1.27 1.20 1.13 1.73 1.58 1.71 1.56 1.22 1.14 1.57 1.52 1.42 1.20 1.08 0.99

１２月 1.45 1.36 1.48 1.37 1.23 1.18 1.75 1.61 1.79 1.69 1.14 1.13 1.61 1.64 1.38 1.17 1.07 1.00

令和4年 １月 1.50 1.42 1.51 1.41 1.36 1.32 1.81 1.68 1.82 1.76 1.09 1.13 1.65 1.69 1.41 1.19 1.15 1.09

２月 1.50 1.42 1.45 1.36 1.47 1.44 1.79 1.65 1.87 1.84 1.01 1.03 1.57 1.62 1.51 1.23 1.23 1.16

３月 1.47 1.38 1.41 1.31 1.46 1.41 1.65 1.50 1.77 1.78 1.12 1.11 1.53 1.56 1.59 1.31 1.22 1.13

４月 1.37 1.28 1.35 1.26 1.28 1.25 1.55 1.44 1.67 1.57 0.99 1.02 1.55 1.53 1.33 1.10 1.09 1.01

月別・公共職業安定所別  有効求人倍率推移（新規学卒を除きパートタイムを含む）

県 山  形 米  沢 酒  田 鶴  岡 新  庄 長  井 村  山 寒河江
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長崎
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大分

宮崎

鹿児島

沖縄

平均

都道府県別有効求人倍率：季節調整値

(新規学卒者を除きパートタイムを含む）

令和4年4月全国平均 1.23倍[原数値1.17倍]

(注)季節調整値計算(季節調整値替え)は、毎年過去１年分のデータが揃う年初に行われ、季節調整値済系列が改定される。

(資料出所)厚生労働省「職業安定業務統計」

(倍)
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※用語の定義

★一般

常用及び臨時・季節を併せたものをいう。

☆常用

雇用契約において、雇用期間の定めがないか、又は４か月以上の雇用期間が定められ

ているものをいう。（季節的労働を除く）

☆臨時・季節

臨時とは、雇用契約において１か月以上４か月未満の雇用期間が定められている仕

事（労働）をいい、季節とは、季節的な労働需要に対し、又は季節的な余暇を利用

して一定の期間を定めて就労（労働）するものをいう。

★パートタイム

１日、１週間又は１か月の所定労働時間が同一事業所に雇用されている通常の労働者

の所定労働時間に比し相当程度短いものをいう。

☆常用的パートタイム

パートタイムのうち、雇用期間の定めがないか、又は４か月以上の雇用期間が定め

られているものをいう。

☆臨時的パートタイム

パートタイムのうち、１か月以上４か月未満の雇用期間が定められているか、又は

季節的に一定期間を定めて就労するものをいう。

★常用計

一般の常用と常用的パートタイムとの合計。

★正社員

雇用形態が、非正社員（臨時、パートタイム、派遣、契約社員、準社員、嘱託など）

以外のもの。

★新規求人数

期間中に新たに受理した求人数をいう。

★月間有効求人数

｢前月から繰越された有効求人数｣と当月の｢新規求人数｣の合計数をいう。

★紹介件数

求職者と求人の結合を図るため、自安定所で行った紹介の件数（他安定所受理求人

への紹介も含む。）をいう。

★就職件数

自安定所の求職者が、安定所の紹介により就職した件数をいう。

★県外への就職件数

就職先事業所の所在地が、自都道府県の管轄区域外にある場合の就職件数をいう。就

職した求職者の住所の如何を問わない。

★充足数

自安定所の有効求人が、安定所（他安定所も含む）の紹介により求職者と結合した

件数をいう。

★雇用保険受給者

雇用保険の受給資格決定後、所定給付日数分の基本手当の支給（広域・訓練の各延長

給付等を含む）を終了するまでの者をいい、この数には、高年齢等受給資格者及び短

期特例受給資格者は含まない。

★受給者実人員

雇用保険の基本手当を実際に受けた受給資格者の実数をいう。
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2022年 4月度

2022年04月 2021年04月

月 間 有 効 月 間 有 効

求人倍率 1.28 1.04  0.24 P 
求 人 数 22,822 20,131 13.4 

求職者数 17,822 19,286 ▲ 7.6

求人倍率 1.17 1.56 ▲ 0.39 P
求 人 数 69 56 23.2 

求職者数 59 36 63.9 

求人倍率 2.03 1.94  0.09 P 
求 人 数 3,676 3,429  7.2 

求職者数 1,811 1,767  2.5 

求人倍率 0.51 0.46  0.05 P 
求 人 数 2,071 1,848 12.1 

求職者数 4,081 3,999  2.1 

求人倍率 2.28 1.96  0.32 P 
求 人 数 2,512 2,245 11.9 

求職者数 1,104 1,143 ▲ 3.4

求人倍率 2.39 1.98  0.41 P 
求 人 数 4,277 3,685 16.1 

求職者数 1,793 1,857 ▲ 3.4

求人倍率 4.95 5.93 ▲ 0.98 P
求 人 数 515 427 20.6 

求職者数 104 72 44.4 

求人倍率 2.17 1.60  0.57 P 
求 人 数 454 385 17.9 

求職者数 209 240 ▲12.9

求人倍率 2.00 1.56  0.44 P 
求 人 数 4,235 3,396 24.7 

求職者数 2,122 2,172 ▲ 2.3

求人倍率 2.14 1.88  0.26 P 
求 人 数 1,184 1,096  8.0 

求職者数 552 582 ▲ 5.2

求人倍率 6.35 6.12  0.23 P 
求 人 数 1,745 1,880 ▲ 7.2

求職者数 275 307 ▲10.4

求人倍率 0.67 0.56  0.11 P 
求 人 数 2,084 1,684 23.8 

求職者数 3,089 3,013  2.5 

求人倍率 - - - 
求 人 数 0 0 - 

求職者数 2,623 4,098 ▲36.0

管 理 的 職 業

求人・求職バランスシート[有効分]
(学卒を除きﾊﾟｰﾄを含む常用)

山形労働局職業安定部

職種別

合  計

増 減 率

生 産 工 程 の
　職　業

輸送・機械運転
の　職　業

そ の 他

専 門 的・技
術 的 職 業

事 務 的 職 業

販 売 の 職 業

サ ー ビ ス の
職 業

保 安 の 職 業

農 林 漁 業 の
職　業

建 設・採 掘
の　職　業

運搬・清掃等
の　職　業



令和4年４月分

項 目

安定所

常用計 常用計 常用計 常用計 常用計 常用計 常用計 常用計 常用計

県 5,807 5,668 18,076 17,822 9,447 8,570 24,721 22,822 4,538 4,242 1,778 1,648 1,750 1,630 1.63 1.51 1.37 1.28

山　形 2,052 2,021 6,584 6,522 3,393 3,120 8,911 8,234 1,715 1,610 553 520 590 544 1.65 1.54 1.35 1.26

米　沢 711 703 2,312 2,294 1,055 1,004 2,963 2,859 589 561 233 229 221 218 1.48 1.43 1.28 1.25

酒　田 740 718 2,181 2,145 1,350 1,231 3,378 3,086 610 547 267 221 246 212 1.82 1.71 1.55 1.44

鶴　岡 725 707 2,069 2,039 1,377 1,184 3,460 3,202 564 513 234 206 236 220 1.90 1.67 1.67 1.57

新　庄 413 384 1,207 1,159 407 396 1,197 1,177 248 238 131 127 128 125 0.99 1.03 0.99 1.02

長　井 268 266 822 812 648 625 1,273 1,244 180 176 83 82 75 74 2.42 2.35 1.55 1.53

村　山 495 471 1,550 1,513 717 547 2,065 1,671 331 311 165 156 136 123 1.45 1.16 1.33 1.10

寒河江 403 398 1,351 1,338 500 463 1,474 1,349 301 286 112 107 118 114 1.24 1.16 1.09 1.01

注） 常用計とは、一般の常用と常用的パートタイムとの合計。

安定所別一般職業紹介状況（新規学卒を除きパートタイムを含む）

新規求職申込件数 月間有効求職者数 新 規 求 人 数 月間有効求人数 紹 介 件 数 就 職 件 数 充　足　数 新規求人倍率 有効求人倍率 



項　目 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 備　考
時間額 665円 680円 696円 717円 739円 763円 790円 793円 822円

　引上げ額 11円 15円 16円 21円 22円 24円 27円 3円 29円
　引上げ率 1.68% 2.26% 2.35% 3.02% 3.07% 3.25% 3.54% 0.38% 3.66%
未満率 1.38% 1.24% 0.80% 0.75% 1.30% 1.30% 1.20% 1.80% 2.00%
影響率 3.04% 3.79% 3.39% 4.16% 7.40% 8.30% 10.70% 5.30% 14.50%

改正発効日 H25.10.24 H26.10.17 H27.10.16 H28.10.7 H29.10.6 H30.10.1 R1.10.1 R2.10.3 R3.10.2

時間額 754円 768円 783円 798円 816円 837円 859円 862円 888円
　引上げ額 9円 14円 15円 15円 18円 21円 22円 3円 26円
　引上げ率 1.21% 1.86% 1.95% 1.92% 2.26% 2.57% 2.63% 0.35% 3.02%
未満率 2.87% 0.76% 5.17% 2.69% 7.80% 7.30% 4.70% 7.00% 5.10%
影響率 3.46% 0.88% 6.18% 4.19% 10.50% 9.80% 6.10% 7.30% 8.30%

効力発効日 H25.12.25 H26.12.25 H27.12.25 H28.12.25 H29.12.25 H30.12.25 R1.12.25 R2.12.25 R3.12.25
時間額 740円 753円 767円 782円 800円 821円 843円 846円 872円

　引上げ額 9円 13円 14円 15円 18円 21円 22円 3円 26円
　引上げ率 1.23% 1.76% 1.86% 1.96% 2.30% 2.63% 2.68% 0.36% 3.07%
未満率 4.10% 3.86% 6.33% 6.90% 15.30% 7.50% 7.10% 12.60% 16.80%
影響率 4.66% 6.16% 10.06% 10.51% 18.50% 12.90% 13.60% 13.20% 23.30%

効力発効日 H25.12.25 H26.12.25 H27.12.25 H28.12.25 H29.12.25 H30.12.25 R1.12.25 R2.12.25 R3.12.25
時間額 756円 769円 782円 797円 815円 836円 858円 861円 888円

　引上げ額 9円 13円 13円 15円 18円 21円 22円 3円 27円
　引上げ率 1.20% 1.72% 1.69% 1.92% 2.26% 2.58% 2.63% 0.35% 3.14%
未満率 4.19% 4.38% 9.73% 0.59% 4.80% 5.80% 12.80% 10.60% 9.10%
影響率 5.62% 6.67% 13.61% 0.79% 8.90% 7.20% 15.40% 12.30% 15.20%

効力発効日 H25.12.25 H26.12.25 H27.12.25 H28.12.25 H29.12.25 H30.12.25 R1.12.25 R2.12.25 R3.12.25
時間額 758円 772円 786円 801円 819円 840円 862円 865円 892円

　引上げ額 9円 14円 14円 15円 18円 21円 22円 3円 27円
引上げ率 1.20% 1.85% 1.81% 1.91% 2.25% 2.56% 2.62% 0.35% 3.12%
未満率 3.83% 0.59% 2.02% 2.19% 0.00% 2.40% 0.00% 3.40% 7.30%
影響率 4.31% 1.28% 2.75% 2.79% 1.10% 2.40% 1.80% 3.70% 9.20%

効力発効日 H25.12.25 H26.12.25 H27.12.25 H28.12.25 H29.12.25 H30.12.25 R1.12.25 R2.12.25 R3.12.25

山形県の最低賃金の推移

件　名
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山形労働局　作成

資　　　　料

山形 東京 全国 対東京 対全国 山形 東京 全国 対東京 対全国 山形 東京 全国 対東京 対全国 山形 東京 全国 対東京 対全国 山形 東京 全国 対東京 対全国

739 958 848 77.1 87.1 763 985 874 77.5 87.3 790 1,013 901 78.0 87.7 793 1,013 902 78.3 87.9 822 1,041 930 79.0 88.4

(219) (109) (222) (111) (223) (111) (220) (109) (219) (108) 

第１・20分位数　(各年6月分) 720 940 - 76.6 - 750 960 - 78.1 - 763 990 - 77.1 - 790 1,013 - 78.0 - 800 1,000 - 80.0 -

第１・10分位数　(各年6月分) 750 950 - 78.9 - 776 980 - 79.2 - 781 1,000 - 78.1 - 800 1,020 - 78.4 - 800 1,016 - 78.7 -

第１ ・ 4分位数　(各年6月分) 830 1,050 - 79.0 - 850 1,075 - 79.1 - 850 1,070 - 79.4 - 860 1,108 - 77.6 - 879 1,077 - 81.6 -

 中　 　位 　 数  (各年6月分) 991 1,376 - 72.0 - 1,032 1,382 - 74.7 - 1,026 1,350 - 76.0 - 1,014 1,397 - 72.6 - 1,033 1,364 - 75.7 -

918 1,293 1,074 71.0 85.5 932 1,310 1,105 71.1 84.3 968 1,339 1,127 72.3 85.9

1,130 1,171 1,184 1,157 1,706 1,321 67.8 87.6 1,084 1,607 1,290 67.5 84.0

男子高卒初任給 (所定内月
額)

【注4】
153,800 174,000 164,200 88.4 93.7 153,100 175,300 166,600 87.3 91.9 158,200 176,900 168,900 89.4 93.7 163,600 181,900 179,500 89.9 91.1 169,500 192,300 181,600 88.1 93.3

女子高卒初任給 (所定内月
額)

【注4】
145,100 169,900 158,400 85.4 91.6 148,900 174,400 162,300 85.4 91.7 154,800 180,200 164,600 85.9 94.0 158,700 186,700 174,600 85.0 90.9 162,700 211,700 176,300 76.9 92.3

令和３年

実額（円）
格差（％）

（差額（円））

山形県の賃金水準【東京及び全国との格差】

項　　　目

平成29年 平成30年 令和元年 令和２年

実額（円）
格差（％）

（差額（円））
格差（％）

（差額（円））
実額（円）

格差（％）
（差額（円））

実額（円）
格差（％）

（差額（円））

地域別最低賃金 時　　間　　額

実額（円）

最低賃金に関する基礎
調査  （地域別最賃対象産業

計、規模計、男女計）

1人１ｶ月当たり所定内賃
金額

賃金構造基本統計調査
（産業計、企業規模10人以

上）　　　　１人当たり平均額

女子ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ労働者の
所定内時間額【注3】

【注1】 格差（％）は、東京または全国の実額に対する山形の割合。（＝ 「山形」 ／ 「東京又は全国」 × 100 ）

【注2】 差額（円）は、山形県最低賃金と東京・全国との差額。

【注4】令和元年度までの「初任給額」は通勤手当を除いた額。令和2年から「新規学卒者の賃金」として通勤手当が含まれる。

【注3】パートターム労働者の賃金について、令和元年度までは賃金が著しく高い労働者（医師、大学教授等）を集計対象から除いていたが、令和2年度より短時間労働者全体を集計対象としたもの。下段の数値は令和2年と同じ集計方法で推計した数値。

資料№４－２
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H28 H29 H30 R１ R２ R３

最賃額 717円 739円 763円 790円 793円 822円

引上げ額 21円 22円 24円 27円 3円 29円

引上げ率 3.02% 3.07% 3.25% 3.54% 0.38% 3.66%

目安比較 +0円 +0円 +1円 +1円 +3円 +1円

最賃額 748円 772円 798円 824円 825円 853円

引上げ額 22円 24円 26円 26円 1円 28円

引上げ率 3.03% 3.21% 3.37% 3.26% 0.12% 3.39%

目安比較 +0円 +0円 +1円 +0円 +1円 +0円

最賃額 726円 748円 772円 798円 800円 828円

引上げ額 21円 22円 24円 26円 2円 28円

引上げ率 2.98% 3.03% 3.21% 3.37% 0.25% 3.50%

目安比較 +0円 +0円 +1円 +0円 +2円 +0円

最賃額 716円 738円 762円 790円 793円 822円

引上げ額 21円 22円 24円 28円 3円 29円

引上げ率 3.02% 3.07% 3.25% 3.67% 0.38% 3.66%

目安比較 +0円 +0円 +1円 +2円 +3円 +1円

最賃額 716円 738円 762円 790円 793円 821円

引上げ額 21円 22円 24円 28円 3円 28円

引上げ率 3.02% 3.07% 3.25% 3.67% 0.38% 3.53%

目安比較 +0円 +0円 +1円 +2円 +3円 +0円

最賃額 716円 738円 762円 790円 792円 822円

引上げ額 21円 22円 24円 28円 2円 30円

引上げ率 3.02% 3.07% 3.25% 3.67% 0.25% 3.79%

目安比較 +0円 +0円 +1円 +2円 +2円 +2円

（注）　各県のＣ・Ｄは、目安のランク区分を示す。

H28 H29 H30 R１ R２ R３

31円 33円 35円 34円 32円 31円

9円 9円 9円 8円 7円 6円

▲ 1円 ▲ 1円 ▲ 1円 0円 0円 0円

▲ 1円 ▲ 1円 ▲ 1円 0円 0円 ▲ 1円

▲ 1円 ▲ 1円 ▲ 1円 0円 ▲ 1円 0円

106円 109円 111円 111円 109円 108円

215円 219円 222円 223円 220円 219円

▲ 3円 ▲ 2円 ▲ 2円 0円 ▲ 1円 ▲ 2円

（参考）

H28 H29 H30 R１ R２ R３

823円 848円 874円 901円 902円 930円

932円 958円 985円 1,013円 1,013円 1,041円

714円 737円 761円 790円 792円 820円

東北６県の最低賃金改正状況（H２８-R３）

（注）最高額は各年とも東京、R３の最低額は高知・沖縄の２県

全国加重平均額

最高額

最低額

山形との最賃額比較

対宮城

対福島

対青森

対岩手

対秋田

対全国加重平均額

対最低額

対最高額（東京）

福
島
Ｄ

青
森
Ｄ

岩
手
Ｄ

秋
田
Ｄ

山
形
Ｄ

宮
城
Ｃ
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県名
３年改正
前最賃

比較 比較 比較

山形 793 7 7 86

青森 793 0 7 47

岩手 793 2 7 57

秋田 792 3 8 58

福島 800 0 10 70

宮城 825 5 11 65

【参考】過去３年間（R1-R3）の特性値推移

R1 R2 R3 R1 R2 R3 R1 R2 R3 R1 R2 R3

山形 763 790 800 781 800 800 850 860 879 1,026 1,014 1,033

青森 762 790 793 777 790 800 830 830 840 988 1,000 1,000

岩手 762 790 795 770 800 800 815 882 850 990 1,080 1,011

秋田 762 790 795 775 796 800 833 843 850 1,000 1,000 1,015

福島 780 800 800 800 810 810 851 900 870 1,043 1,100 1,045

宮城 800 824 830 810 830 836 860 895 890 1,044 1,099 1,080

（注）各年６月調査

中位数

850

850

1,000

1,080

1,045

1,015

1,011

（注1）　令和３年度最低賃金に関する基礎調査（調査産業計）

（注2）　１時間当たり所定内賃金（３手当を除く）の特性値を示す  

（注3）　比較欄は、令和３年改正前最賃との差を示す

東北6県の賃金時間額特性値≪基礎調査結果≫

県名
第１･10分位数

836

810

800

800

800

800

第１･10分位数

830

800

793

第１･20分位数

1,033

中位数

800

第１･20分位数

879

第１･４分位数

890

870

840

795

795

第１･４分位数

山形, 800 山形, 800

山形, 879

山形, 1,033

青森 青森

青森

青森

岩手 岩手

岩手

岩手

秋田 秋田

秋田

秋田

福島 福島

福島

福島

宮城 宮城

宮城

宮城

500

600

700

800

900

1,000

1,100

1,200

第１･20分位数 第１･10分位数 第１･４分位数 中位数

最低賃金に関する基礎調査（R3.6調査）における特性値



資料４－４② 

 

 

１ 特性値（各分位数）について 

  分位数とは、分布の形を示す値である。 

  具体的には、該当労働者を賃金の低い者から高い者へと一列に並べたとき、以下の説明内容

に該当する者の賃金であり、図示すれば下図のとおりである。 

 

  ○ 第１・20 分位数 ……低い方から数えて全体の 20 分の１番目に該当する者の賃金 

  ▼第１・20分位数             

低                                         高 

 

  ○ 第１・10 分位数 ……低い方から数えて全体の 10 分の１番目に該当する者の賃金 

   ▼第１・10分位数            

低                                         高 

 

  ○ 第１・４分位数 ……低い方から数えて全体の４分の１番目に該当する者の賃金 

      ▼第１・４分位数         

低                                         高 

 

  ○ 中  位  数 ……低い方（あるいは高い方）から数えて全体の２分の１番目に該当

する者の賃金 

           ▼中位数        

低                                         高 

 

２ 未満率について 

  「未満率」とは、最低賃金額を改正する前に、最低賃金額を下回っている労働者の割合であ

る。 

 

３ 影響率について 

  「影響率」とは、最低賃金額を改正した後に、改正後の最低賃金額を下回ることとなる労働

者の割合である。 

 

 



資料№４－５

民間主要企業

A B C D 春季賃上げ率 金  額 引上げ額 引上げ率 目安比較

（円） （円） （円） （円） ランク計 Ｄランク （厚労省）(%) （円） （円） （％） （円）

H23* 4 1 1 1 0.0 -0.5 1.83 647 2 0.31 +1 ○

H24 5 4 4 4 0.2 0.3 1.78 654 7 1.08 +3 ●

H25 19 12 10 10 0.8 0.8 1.80 665 11 1.68 +1 ◐

H26 19 15 14 13 1.1 0.9 2.19 680 15 2.26 +2 ○

H27 19 18 16 16 0.9 0.9 2.38 696 16 2.35 ±0 ○

H28 25 24 21 21 1.1 0.9 2.14 717 21 3.02 ±0 ●

H29 26 25 24 22 1.3 0.9 2.11 739 22 3.07 ±0 ○

H30 27 26 25 23 1.4 1.3 2.26 763 24 3.25 +1 ●

R1 28 27 26 26 1.3 1.9 2.18 790 27 3.54 +1 ●

R2 （目安額提示なし） 1.2 0.8 2.00 793 3 0.38 +3 ●

R3 28 28 28 28 0.4 0.3 1.86 822 29 3.66 1 ●

（H23* ：東日本大震災）

【採択状況の記号】
○ ＝

● ＝ ▲ ＝

◐ ＝ ◭ ＝

◐◭ ＝

目安額等の推移及び山形県最低賃金額の推移（H23-R3）　　　　　　　　　　

採
決
状
況

山形県最低賃金額の推移

年
度

賃金改定状況調査結果の 時　　間　　額

第４表の賃金上昇率（％）

中賃目安額の推移
（参考事項）

使用者側一部反対、労働者側一部反対

全会一致

使用者側反対 労働者側反対

使用者側一部反対 労働者側一部反対
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上限 下限 上限 下限

1,059 961 921 1,136 1,046 893

-　 -　 1,000 1,027 924 869

1,445 1,221 1,159 904 864 856

開発技術者 -　 -　 -　 生産設備（金属） -　 -　 -　

製造技術者 860 860 874 生産設備（金属除く） -　 -　 -　

建築・土木技術者等 1,100 900 1,713 生産設備（機械） -　 -　 -　

情報処理・通信技術者 1,450 1,100 1,175 金属材料製造等 1,025 915 822

その他の技術者 -　 -　 830 製品製造・加工処理 899 858 871

医師・薬剤師等 2,503 1,863 2,000 機械組立の職業 890 856 849

保健師・助産師等 1,571 1,346 1,301 機械整備・修理の職業 1,000 1,000 825

医療技術者 1,614 1,218 1,059 製品検査（金属） -　 -　 -　

その他の保健医療 1,720 1,000 836 製品検査（金属除く） 883 870 834

社会福祉の専門的職業 1,045 974 903 機械検査の職業 850 822 875

美術家・デザイナー等 1,000 1,000 950 生産関連・生産類似 822 822 833

その他の専門的職業 1,335 1,274 1,029 939 908 894

1,007 922 898 自動車運転の職業 938 915 894

一般事務員 1,011 927 893 その他の輸送の職業 -　 -　 -　

会計事務員 963 868 1,063 定置・建設機械運転 950 850 -　

生産関連事務員 930 910 822 1,600 1,400 1,107

営業・販売関連事務員 1,040 905 931 建設躯体工事の職業 -　 -　 -　

運輸・郵便事務員 -　 -　 925 建設の職業 1,600 1,400 -　

事務用機器操作の職業 -　 -　 -　 電気工事の職業 -　 -　 911

947 887 876 土木の職業 -　 -　 1,500

商品販売の職業 919 878 874 914 872 872

販売類似の職業 -　 -　 -　 運搬の職業 951 907 878

営業の職業 3,000 1,500 900 清掃の職業 904 858 869

1,040 941 877 包装の職業 958 883 856

家庭生活支援サービス 2,000 2,000 -　 その他の運搬等の職業 891 879 873

介護サービスの職業 1,131 992 881

保健医療サービス 1,020 982 864 令和３年１０月２日より

生活衛生サービス 1,115 913 900 山形県

飲食物調理の職業 976 900 864 最低賃金 円

接客・給仕の職業 994 930 886 となります

居住施設・ビルの管理 966 877 891

その他のサービス 956 876 872

※賃金は、1時間あたりの金額を集計しています。
※当月中に受理した新規求人の上限の平均賃金と、下限の平均賃金及び求職者の希望平均賃金となります。
※職種によっては求人件数が少ないため、上限・下限の差がないものもありますのでご留意ください。

８２２

輸送・機械運転の職業

事務的職業

建設・採掘の職業

販売の職業

運搬・清掃等の職業

サービスの職業

職業計 保安の職業

管理的職業 農林漁業の職業

専門的・技術的職業 生産工程・労務の職業

求人・求職賃金情報：職種別（パート）

2022年 4月

職業分類
求人賃金

求職賃金 職業分類
求人賃金

求職賃金


フリーテキスト
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世帯人員１人 ２人 ３人 ４人 ５人

113,130 174,670 194,540 214,440 234,350

109,790 167,600 181,980 196,360 210,720

117,100 158,400 191,740 225,080 258,410

106,690 121,580 152,250 182,890 213,550

104,040 145,350 164,940 184,510 204,090

133,120 206,360 211,850 217,370 222,890

食料費 29,460 47,230 55,160 63,090 71,020

住居関係費 71,460 87,010 74,920 62,840 50,760

被服･履物費 5,080 5,720 7,160 8,610 10,050

雑費Ⅰ 17,150 37,030 45,890 54,760 63,640

雑費Ⅱ 9,970 29,370 28,720 28,070 27,420

（単位　：　円）

資　料　出　所　：　職員の給与等に関する報告及び勧告・参考資料（山形県人事委員会）

　　　　　（注）食料費　　　　　　　食料

　　　　　（注）住居関係費    　  住居、光熱・水道、家具・家事用品

　　　　　（注）被服・履物費      被服及び履物

　　　　　（注）雑費Ⅰ　　　　　　　保健医療、交通･通信、教育、教育娯楽

　　　　　（注）雑費Ⅱ     　 　　　その他の消費支出（諸雑費、こづかい、交際費、仕送り金）

平成28年４月

平成29年４月

山形市における世帯人員別標準生計費の推移

年　　　　　次

（平成２８年から令和３年の毎年４月分）

令和３年４月

平成31年４月

令和２年４月

平成30年４月

（
費
目
内
訳

）

資料№４－８



費　　　　目 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年 令和２年 令和３年

食 料 費 25,800 26,090 26,810 25,870 23,750 29,460

住 居 関 係 費 49,700 50,280 48,910 49,720 50,520 71,460

被 服 ･ 履 物 費 2,190 2,140 2,490 2,200 1,010 5,080

雑 費 Ⅰ 23,230 23,660 25,800 22,660 20,950 17,150

雑 費 Ⅱ 12,210 7,620 13,090 6,240 7,810 9,970

合 計 113,130 109,790 117,100 106,690 104,040 133,120

（単位　：　円）
資　料　出　所　：　職員の給与等に関する報告及び勧告・参考資料（山形県人事委員会）

　　　　　（注）食料費　　　　　　　食料

　　　　　（注）住居関係費    　  住居、光熱・水道、家具・家事用品

　　　　　（注）被服・履物費      被服及び履物
　　　　　（注）雑費Ⅰ　　　　　　　保健医療、交通･通信、教育、教育娯楽
　　　　　（注）雑費Ⅱ     　 　　　その他の消費支出（諸雑費、こづかい、交際費、仕送り金）

山形市における１世帯の標準生計費の推移（世帯人員１人）《H28-R3》

（平成２８年から令和３年の毎年４月分）

資料№４－９



資料№５

山形労働局　

1. 業務改善助成金申請数

年　　　　度

平成２５年度

平成２６年度

平成２７年度

平成２８年度

平成２９年度

平成３０年度

令 和 元 年 度

令 和 ２ 年 度

令 和 ３ 年 度

専門家派遣 相談件数

平成２５年度 １００件 ２０３件

平成２６年度 １００件 ３８６件

平成２７年度 　５０件 ３１５件

平成２８年度 １８２件 ６０４件

平成２９年度 １６１件 ５７２件

平成３０年度 ２２１件 １０９件

令和元年度 ２３０件 １３３件

令和２年度 １５３件 ４６８件

令和３年度 ４８０件 ５１７件

備　　考

（内訳）労務相談 370件、経営相談 234件。

（内訳）労務相談 282件、経営相談 33件。

2. 最低賃金総合相談センター・働き方改革推進支援センター相談件数及び専門家派遣件数

１４件

最低賃金引上げに向けた中小企業への支援事業の状況

３２件

備　　考

６９件

申　請　件　数

１８件

７件

９６件（内新規５８件）

７１件（内新規４２件）

※平成２９年度までは最低賃金総合相談センターの件数、平成３０年度以降は働き方改革推進支援センター
の件数。働き方改革推進支援センターについては、毎年度の仕様及び受託先が異なる。

内訳非公表

３３件

（内訳）労務相談 348件、経営相談 224件。

内訳非公表

内訳非公表

１６件

内訳非公表





や単価改善につながる施策の拡充と大胆な財政出動が求められています。また、下請け企業への単価削減し

賃下げが押しつけられないように公正取引ルールが実施される指導が必要です。労働者 。国民の生活を底

上げし購買力を上げる事で、地域の中小・零細企業の営業も改善させる地域循環型経済の確立が可能にな

ります。

労働基準法は第1条で「労働条件は、労働者が人たるに値する生活を営むための必要を充たすべきものでな

ければならない」としており、最低賃金法第9条は、「労働者の健康で文化的な生活を営むことができるよう」

にするとしています。

政府による助成や融資、仕事起こしや単価改善につながる施策の拡充と大胆な財政出動を実施し、労働者・

国民の所得を引上げ、購買力を上げる事によつて、地域の中小し零細企業の営業も改善させ、地域循環型経済

への好循環を生み出し、コロナ禍を脱却する強い経済を作ることにつながると考えます。

以上の趣旨から、下記事項についてご尽力いただきたく要請いたします。

記

1,今年度の最低賃金については、コロナ禍で、厳しい状況に置かれている労働者の生計費の考慮、経済振興
のためにも、ただちに「時間額 10∞ 円」以上をめざし、大幅引き上げを行うこと。

2,地域間格差の解消をめざし地域別最低賃金のA・ B・ C・ Dランクを廃止し、全国―律最低賃金制度を確
立することも    ‐

3.最低賃金を引き上げと同時に、中小企業の社会保険料負担の減額制度を設けるなど、国による中小企業負

担を軽減する直接支援を導入すること。また、労働者のくらしと経営改善につながるよう、生産性向上を前

提としない直接的な賃金助成などの支援制度に改めること。または、現行の業務改善助成金制度を抜本的に

改善し、要件の緩和、申請手続きの簡素化、助成規模を拡大すること。

4.地域別最低賃金の決定については、法の主旨に鑑み労働者の生計費を原則とすることを貫くこと。賃金支

払い能力をその要素からはずすこととし、法改正を行い最賃決定の仕組みを改善すること。

5.コ ロナ禍によって明らかになったエッセンシャルワニカーが国民生活にとつて不可欠な社会機能を維持し

ていることを重視し、そうした労働者や事業の実態等について熟知した専門家も審議会の構成員とすること。

6.山形地方最低賃金審議会の審議の透明性を高める努力が続けられてきていますが、専門部会は非公開とな

つています。本審同様、専門部会すべてを公開し、傍聴可能とすること。審議会委員に配布される資料は、

引き続き傍聴者にも配布すること。

フ.最低賃金審議会の委員の選任は、労働団体の系統の違いに配慮しバランスよく選出すること。地方最低賃

金審議会の専門部会の委員選出についても同様とすること。任命しない場合その理由を明らかにすること。

8.労働基準法違反や最低賃金法違反などの法違反を根絶するため、労働基準監督官はじめ、事務官、技官と

も正規職員を中心とした職員体制の拡充強化を図ること。

嘘
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 令和４年５月31日 

【照会先】 

職業安定局 雇用開発企画課 

課  長：中村 かおり 

課長補佐：赤川 遼 

（代表）03-5253-1111(内線 5816) 

（直通）03-3502-1718 

報道関係者各位 

 

 

 職業安定局 雇用保険課 

課  長：長良 健二 

課長補佐：伏木 崇人 

（代表）03-5253-1111(内線 5763) 

（直通）03-3502-6771 

 

令和４年７月以降の雇用調整助成金の特例措置等について 

（注）以下は、事業主の皆様に政府としての方針を表明したものです。施行にあたっては厚

生労働省令の改正等が必要であり、現時点での予定となります。 

 

新型コロナウイルス感染症に係る雇用調整助成金・緊急雇用安定助成金、新型コロ

ナウイルス感染症対応休業支援金・給付金の特例措置について、令和４年７月～９月

の具体的な助成内容は別紙をご参照ください。 

令和４年 10 月以降の取扱いについては、「経済財政運営と改革の基本方針 2021（令

和３年６月 18 日閣議決定）」に沿って、雇用情勢を見極めながら具体的な助成内容を

検討の上、８月末までに改めてお知らせします。 
 

 
 
 
（参考１）雇用調整助成金（新型コロナウイルス感染症の影響に伴う特例） 
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufu
kin/pageL07.html 
コールセンター 0120-603-999 受付時間 9:00～21:00 土日・祝日含む 

（参考２）新型コロナウイルス感染症対応休業支援金・給付金 
https://www.mhlw.go.jp/stf/kyugyoshienkin.html 

コールセンター 0120-221-276 受付時間 月～金 8:30～20:00/土日祝 8:30～17:15 

（参考３）令和４年６月までの助成内容はこちら 

https://www.mhlw.go.jp/stf/r404cohotokurei_00001.html 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/pageL07.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/pageL07.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/kyugyoshienkin.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/r404cohotokurei_00001.html
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雇
用
調
整
助
成
金
等
・休

業
支
援
金
等
の
助
成
内
容

（注
）

雇
用
調
整
助
成
金
等

休
業
支
援
金
等

令
和
４
年

３
～
６
月

令
和
４
年

７
～
９
月

中 小 企 業

原
則
的
な
特
例
措
置

4/
5（
9
/
1
0）

9,
00
0
円

4/
5（
9/
10
）

9,
00
0
円

地
域
特
例
（
※
２
）

業
況
特
例
（
※
３
）

4/
5（
1
0
/
1
0）

15
,0
00
円

4/
5（
10
/1
0
）

15
,0
00
円

大 企 業

原
則
的
な
特
例
措
置

2/
3（
3/
4）

9,
00
0
円

2/
3（
3/
4）

9,
00
0
円

地
域
特
例
（
※
２
）

業
況
特
例
（
※
３
）

4/
5（
1
0
/
1
0）

15
,0
00
円

4/
5（
10
/1
0
）

15
,0
00
円

（括
弧
書
き
の
助
成
率
は
解
雇
等
を
行
わ
な
い
場
合
）（
※
１
）

令
和
４
年

３
～
６
月

令
和
４
年

７
～
９
月

中 小 企 業

原
則
的
な
措
置

（※
５
）

８
割

8
,2
6
5
円

８
割

8
,2
6
5
円
（
※
６
）

地
域
特
例
（※

７
）

８
割

1
1
,0
0
0
円

８
割

1
1
,0
0
0
円

大 企 業 （※ ４ ）

原
則
的
な
措
置

（※
５
）

８
割

8
,2
6
5
円

８
割

8
,2
6
5
円
（
※
６
）

地
域
特
例
（※

７
）

８
割

1
1
,0
0
0
円

８
割

1
1
,0
0
0
円

（
※
１
）
原
則
的
な
措
置
、
地
域
・
業
況
特
例
の
い
ず
れ
に
つ
い
て
も
、
令
和
３
年
１
月
８
日
以
降
の
解
雇
等
の
有
無

で
適
用
す
る
助
成
率
を
判
断
。

（
※
２
）
緊
急
事
態
措
置
を
実
施
す
べ
き
区
域
、
ま
ん
延
防
止
等
重
点
措
置
を
実
施
す
べ
き
区
域
（
以
下
「
重
点
措
置

区
域
」
と
い
う
）
に
お
い
て
、
知
事
に
よ
る
、
新
型
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
等
対
策
特
別
措
置
法
第
1
8条
に
規
定
す
る

基
本
的
対
処
方
針
に
沿
っ
た
要
請
を
受
け
て
同
法
施
行
令
第
1
1
条
に
定
め
る
施
設
に
お
け
る
営
業
時
間
の

短
縮
等
に
協
力
す
る
事
業
主
。

※
重
点
措
置
区
域
に
つ
い
て
は
、
知
事
が
定
め
る
区
域
・業

態
に
係
る
事
業
主
が
対
象
。

※
各
区
域
に
お
け
る
緊
急
事
態
措
置
又
は
重
点
措
置
の
実
施
期
間
の
末
日
の
属
す
る
月
の
翌
月
末
ま
で
適
用
。

（
※
３
）
令
和
４
年
１
月
以
降
は
、
生
産
指
標
が
最
近
３
か
月
の
月
平
均
で
前
年
、
前
々
年
又
は
３
年
前
同
期
比
3
0
%

以
上
減
少
の
全
国
の
事
業
主
。
な
お
、
令
和
４
年
４
月
以
降
は
毎
月
業
況
を
確
認
し
て
い
る
。

（
※
４
）
大
企
業
は
シ
フ
ト
制
労
働
者
等
の
み
対
象
。

（
※
５
）
雇
用
保
険
の
基
本
手
当
の
日
額
上
限
（
8
,2
6
5
円
）
と
の
均
衡
を
考
慮
し
て
設
定
。

（
※
６
）
８
月
以
降
の
上
限
額
は
、
８
月
１
日
に
基
本
手
当
の
日
額
上
限
が
変
更
さ
れ
た
場
合
は
、
当
該
変
更
後
の
額
。

（
※
７
）
休
業
支
援
金
の
地
域
特
例
の
対
象
は
、
基
本
的
に
雇
用
調
整
助
成
金
と
同
じ
（
左
記
※
２
）
。

な
お
、
上
限
額
に
つ
い
て
は
月
単
位
で
の
適
用
と
す
る
。

（
例
：
５
月
1
0
日
か
ら
５
月
2
4
日
ま
で
ま
ん
延
防
止
等
重
点
措
置

→
５
月
１
日
か
ら
６
月
3
0
日
（
解
除
月
の
翌
月
末
）
ま
で
の
休
業
が
地
域
特
例
の
対
象
）

（
注
）
政
府
と
し
て
の
方
針
で
あ
り
、
施
行
に
あ
た
っ
て
は
、
厚
生
労
働
省
令
等
の
改
正
が
必
要
。

別
紙
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る。 

その際、課題解決の一つの鍵になるのは、デジタル技術の活用である。規制・制

度をデジタル時代に合致したものにアップグレードすることで、デジタル技術を活

用して課題解決を進めることを可能にするとともに、民間の力が最大限発揮できる

よう、新しい時代にふさわしい公正な競争を確保する競争政策を推進していくこと

が重要である。 

 

 

Ⅲ．新しい資本主義に向けた計画的な重点投資 
 

「新しい資本主義」の実現により、経済を立て直し、新たな成長軌道に乗せてい

くため、必要不可欠な財政出動や税制改正は中長期的観点から機動的に行う。この

際、人への投資、科学技術・イノベーションへの投資、スタートアップへの投資、

ＧＸ及びＤＸへの投資の４本柱に、投資を重点化する。 

 

１．人への投資と分配 

モノからコトへにも象徴されるように、ＤＸ、ＧＸといった大きな変革の波の中

にあって創造性を発揮するためには、人の重要性が増しており、人への投資が不可

欠となっている。また、これまで、ともすれば安価な労働力供給に依存してコスト

カットで生産性を高めてきた我が国も、労働力不足時代に入り、人への投資を通じ

た付加価値の向上が極めて重要となっている。 

さらに、気候変動問題への対応や少子高齢化・格差の是正、エネルギーや食料を

含めた経済安全保障の確保といった社会的課題を解決するのは人であり、人への投

資は最も重要な投資である。 

このため、賃金等のフローはもとより、教育・資産形成等のストックの面からも

人への投資を徹底的に強化する。また、子供期・現役期・高齢期のライフサイクル

に応じた環境整備を強化する。 

 

（１）賃金引上げの推進 

先進国の労働分配率（雇用者報酬を国民総所得（GNI）で割った値）は、趨勢的に低下

傾向にある。 

さらに、先進国の家計消費と可処分所得の動向を見ると、可処分所得が伸びると、

家計消費が伸びる傾向にある。日本の家計消費が伸び悩む理由は、可処分所得の伸

びが十分ではないことが主な理由である1。 

我が国の大きな課題として、単位時間当たりの労働生産性の伸びは決して諸外国

と比べても悪くないにもかかわらず、賃金の伸びが低い2。賃金が伸びなければ、消

費にはつながらず、次なる成長も導き出せない。 

労働生産性を上昇させるとともに、それに見合った形で賃金を伸ばすために、官

民で連携して取り組んでいく。 

本年の春闘においては、ここ数年低下してきている賃金引上げの水準3が反転し、

                         
1 基礎資料P1：家計消費と可処分所得の伸び率の国際比較 

2 基礎資料P2：１人当たり実質賃金の伸び率の国際比較 
3 基礎資料P3：春闘結果の推移 





1

2022年度 2023年度 2024年度 2025～2027年度

１．人への投資と分配

通常国会予算編成
税制改正要望

秋～年末

Ⅲ．新しい資本主義に向けた計画的な重点投資

今夏 年末

賃金引上げの推進

４月～１２月 22業種10万社程度を対象とした優越的地位の濫
用に関する調査の実施
５月～ 道路貨物運送業、金属製品製造業、生産用機械器具製
造業、輸送用機械器具製造業を重点立入業種として選定。下請
法の調査において、重点的に立ち入りを実施。上記以外でも法
違反が多く認められる業種は事業者団体に法遵守状況の自主
点検を要請。

１月～夏 緊急調査の結果を踏まえ、サプライチェーンにお
ける取引の適正化についての優越的地位の濫用に関する
ガイドラインの検討
秋～冬 同ガイドライン案のパブコメ、策定

夏～冬 2024年度以
降の賃上げ税制の在
り方について検討し、
12月に結論を得る。

８月 春闘の集計結果確定
ここ数年低下していた賃金引上げ水
準のV字回復を期待。業績の回復し
ている企業では３％を超える賃金引
上げを期待

６月 最低賃金の政府方針決定
７月 中央最低賃金審議会
８月 地方最低賃金審議会

中小企業等が賃金引上げの原資を確保できるよう、
コストの上昇分の適切な転嫁に向けた環境整備

１０月 地域別最低賃金の発効

官民連携して、新しい資本主義にふさわしい
賃金引上げの社会的雰囲気の醸成

夏～ パートナーシップ構築宣
言の実行状況のフォローアップ

春 2023年度の重点
立入業種を選定。下請
法の執行を強化

介護・障害福祉職員、保育士等について、職種ごとに仕事の内容に比して適正な水準まで収入が引き上がり、必要な人材が確保されるかといった観点から検討
看護師の今後の処遇改善については、コロナ対応等を担っている方への引上げ措置の結果も踏まえつつ、全ての職場における看護師のキャリアアップに伴う処遇改善の在り方について検討

春 ものづくり補助金、持続化補助金に
ついて、赤字でも賃金引上げを行う中小
企業への補助率を引き上げる特別枠を
措置
政府調達において、賃金引上げを行う
企業への加点を実施

夏～冬 賃金引上げを
行う中小企業への補助
率引上げ等の措置を講
ずる予算事業について
検討を行う。

最低賃金については、生計費、賃金、賃金支払能力を考慮しつつ、その引上げを図り、できる限り早期に全国加重平均が1000円以上となることを目指す
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べきかという論点や本制度の国民的な理解・受け入れ可能性を十分に考慮した上で、授業

料無償化の対象となっていない学生について、安定的な財源を確保しつつ本格導入するこ

とに向け検討する5こととし、まずは大学院段階において導入することにより、ライフイベ

ントも踏まえた柔軟な返還・納付（出世払い）の仕組みの創設を行う。官民共同修学支援

プログラムの創設、地方自治体や企業による奨学金返還支援の促進等、若者を始め誰もが、

家庭の経済事情にかかわらず学ぶことができる環境の整備を進める。 

未来を支える人材を育む大学等の機能強化を図る。このため、デジタル・グリーンなど

成長分野への大学等の再編促進と産学官連携強化等に向け、複数年度にわたり予見可能性

をもって再編に取り組める支援の検討や、私学助成のメリハリ付けの活用を始め、必要な

仕組みの構築等を進めていく。その際、現在35％にとどまっている自然科学（理系）分野

の学問を専攻する学生の割合についてＯＥＣＤ諸国で最も高い水準である５割程度を目

指すなど具体的な目標を設定し、今後５～10年程度の期間に集中的に意欲ある大学の主体

性をいかした取組を推進する。また、あらゆる分野の知見を総合的に活用し社会課題への

的確な対応を図る｢総合知｣の創出・活用を目指し、専門性を大事にしつつも、文理横断的

な大学入学者選抜や学びへの転換を進め、文系・理系の枠を超えた人材育成を加速する。

若手研究者と企業との共同研究を通じた人材育成等により大学院教育を強化する。 

 

（賃上げ・最低賃金） 

今年は、ここ数年低下してきた賃上げ率を反転させたが、ウクライナ情勢も相まって物

価が上昇している6。こうした中、賃上げの流れをサプライチェーン内の適切な分配を通じ

て中小企業に広げ、全国各地での賃上げ機運の一層の拡大を図る。 

このため、中堅・中小企業の活力向上につながる事業再構築・生産性向上等の支援を通

じて賃上げの原資となる付加価値の増大を図るとともに、適切な価格転嫁が行われる環境

の整備に取り組むほか、抜本的に拡充した賃上げ促進税制の活用促進、賃上げを行った企

業からの優先的な政府調達等に取り組み、地域の中小企業も含めた賃上げを推進する。 

新しい資本主義実現会議において、価格転嫁や多様な働き方の在り方について合意づく

りを進めるとともに、データ・エビデンスを基に、適正な賃金引上げの在り方について検

討を行う。 

また、人への投資のためにも最低賃金の引上げは重要な政策決定事項である。最低賃金

の引上げの環境整備を一層進めるためにも事業再構築・生産性向上に取り組む中小企業へ

のきめ細やかな支援や取引適正化等に取り組みつつ、景気や物価動向を踏まえ、地域間格

差にも配慮しながら、できる限り早期に最低賃金の全国加重平均が 1000 円以上となるこ

とを目指し、引上げに取り組む。こうした考えの下、最低賃金について、官民が協力して

引上げを図るとともに、その引上げ額については、公労使三者構成の最低賃金審議会で、

生計費、賃金、賃金支払能力を考慮し、しっかり議論する。 

 

                         
5 法制的な位置付けの検討を含む。 
6 2022年４月の消費者物価上昇率（総合）は前年同月比2.5％の上昇。 



○写  

山形労発基０６２８第１号 

  令 和 ４ 年 ６ 月 ２ ８ 日 

 

   

山形地方最低賃金審議会 

会  長  村 山  永 殿 

 

 

山 形 労 働 局 長 

小 森 則 行 

 

 

最低賃金の改正決定について（諮問） 

 

 

 最低賃金法（昭和３４年法律第１３７号）第１２条の規定に基づき、山形県

最低賃金（昭和５５年山形労働基準局最低賃金公示第１号）の改正決定につい

て、新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画（令和４年６月７日閣議

決定）及び新しい資本主義実行計画工程表並びに経済財政運営と改革の基本方

針 2022（同日閣議決定）に配意した、貴会の調査審議をお願いする。 


